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第１節 背景 

三重県は、日本列島のほぼ中央、太平洋側に位置し、東西約 80 ㎞、南北約 170

㎞の南北に細長い県土を持っています。総面積 578千 haのうち森林が 372千 ha

で 64％を占め、海岸線の長さは全国８位の 1,105 ㎞です。また、県土は生物相

も海浜性、低地性、山地性、暖地性、寒地性の種類が交錯するなど、極めて多様

性に富んでいます。 

私たちは、古くから、この自然に感謝し、その恵みをいただきながら、自然と

ともに生きる循環型社会を作り上げてきました。しかし、戦後、高度経済成長の

発展の中で、便利さや物質的豊かさを追求するなど、経済の価値が優先してきま

した。このような中で、宅地、工業団地、ゴルフ場などの開発・改変による森林

伐採や農地転用が行われ、また河川、河岸、海岸の改修、さらには水質汚染及び

外来種問題などにより、三重県でも多くの動植物種が絶滅し、あるいは絶滅の危

機に瀕しています。 

 

１．国際的な状況 

2010年（平成 22年）10月に愛知県名古屋市で開催された生物多様性条約

第 10 回締約国会議（COP10）では、今後 10 年間に国際社会が取るべき道筋

である「戦略計画 2011-2020」が採択され、生物多様性の損失を食い止める

ために求められる行動として、20 の個別目標（愛知目標）が掲げられまし

た。しかし、目標の最終年である 2020年（令和 2年）9月に国連が発表した

「地球規模生物多様性概況第 5 版（Global Biodiversity Outlook5

（GBO5））」では、愛知目標のほとんどの目標についてかなりの進捗が見られ

たものの、完全に達成できたものはないと結論付けられ、長期目標として掲

げられた「自然との共生」の実現のためには、「今までどおり（business as 

usual）」から脱却し、気候変動対策などの複数分野と連携した行動が必要と

指摘されています。 

また、2015（平成 27 年）年９月の国連総会では、17の国際目標と 169の

ターゲットから構成されたＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）1 が採択され、

地球上の誰一人として取り残さない持続可能な世界を実現するため、すべて

の国・地域で取組が進められています。 

 

1 ：ＳＤＧｓについては、Ｐ４、Ｐ５参照 
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さらには、生物多様性条約第 15 回締約国会議（COP15）の第一部が 2021

年（令和３年）10月に中国・昆明で、第二部が 2022年（令和 4年）12月に

カナダ・モントリオールで開催され、愛知目標の後継目標となる「昆明・モ

ントリオール生物多様性枠組」が採択されました。同枠組では、愛知目標で

掲げた「自然と共生する世界」が引き続き 2050年ビジョンとして掲げられ、

自然を回復軌道に乗せること（ネイチャーポジティブ）が 2030 年ミッショ

ンとされました。また、その達成に向けて陸域と海域の 30％以上を保全する

「30by30目標」など 23の行動目標が設定されました。 

 

２．国内の状況 

日本では 2008 年（平成 20 年）５月に「生物多様性基本法」が公布され、

同年６月に施行されました。同法では生物多様性条約に基づく生物多様性国

家戦略の策定が明確に規定され、また、我が国の生物多様性施策を進めるう

えでの基本的な考え方が示され、国だけでなく、地方公共団体、事業者、民

間団体の責務が盛り込まれたほか、都道府県や市町村が区域内における生物

多様性の保全と持続可能な利用に関する基本計画（生物多様性地域戦略）を

定めるよう努めなければならないと規定されました。 

また、2016 年（平成 28年）５月には全国務大臣を構成員とする「ＳＤＧ

ｓ推進本部」が設置され、生物多様性、森林、海洋等の環境の保全が優先課

題の一つとして設定されました。 

こうした中で、国は令和５年３月に「生物多様性国家戦略 2023-2030」を

閣議決定し、基本戦略「生態系の健全性の回復」として、2030 年までに国土

の 30％以上を生物多様性が保全されている区域とする目標（30by30 目標）

を掲げました。 

 

３．県内の状況 

三重県では、2012年（平成 24年）３月に生物多様性基本法に基づく地域

戦略として、「みえ生物多様性推進プラン（以下「推進プラン」という。）」を

策定し、県民、事業者、ＮＰＯ等民間活動団体などの様々な主体が、それぞ

れの役割に応じて、生物多様性の保全と持続可能な利用に向けた取組を進め

てきました。 

その後 2016 年（平成 28年）３月には第２期推進プランを策定し、2020年

（令和２年）３月には第３期推進プランを策定することで、県民による地域

の自然を守る保全活動など、地域と連携した取組を進めてきました。 

そして今般、2023年度（令和５年度末）で終了する現行の第３期推進プラ

ンに基づく取組の実施状況や、生物多様性の保全に対する社会的な関心の高

まり等を踏まえるとともに、新たな生物多様性国家戦略が策定されたことに

伴い、第４期推進プランを策定しました。 
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第２節 目的・位置づけ 

本推進プランは、生物多様性基本法に基づき、総合的、長期的な視点のもと

に生物多様性の保全に関する取組を推進するため、本県の地域特性を踏まえ、

生物多様性の保全と持続可能な利用に向けて目標を共有し、県民、事業者、Ｎ

ＰＯ等民間活動団体、行政などの各主体が、それぞれの役割分担のもとに協働

して、自発的に取り組めるよう総合的な指針となる地域戦略として策定したも

のであり、本県における生物多様性に関する基本的な方向を示すとともに、

様々な主体がそれぞれの役割に応じて、県土全体の生物多様性の保全と持続可

能な利用に向けた取組を進めていくための計画です。 

 

 

第３節 計画期間及び対象とする区域 

１．プランの計画期間 

本推進プランの計画期間は、県の長期ビジョンである「強じんな美
うま

し国ビジ

ョンみえ」の計画期間との整合性を踏まえ、2024年度（令和６年度）から 2032

年度（令和 14年度）とします。 

 

２．プランの対象とする区域 

本推進プランの対象とする区域は、海域を含む三重県全域とします。 

 

第４節 第３期みえ生物多様性推進プランの取組の成果と課題 

生物多様性の保全は、ＳＤＧｓにおいて、幸せな社会を築くための土台とし

て位置付けられるなど、国際的にもその重要性が高まってきています。県では、

2020年（令和２年）３月に策定した第３期推進プランの取組方針（「１．重要

な自然環境や野生生物の保全」、「２．豊かな里地・里山・里海の保全と利用」、

「３．生物多様性への負荷の抑制」、「４．生物多様性保全の環境づくり」）に

基づき、生物多様性に関する理解の促進を図るとともに、県民による地域の自

然を守る保全活動など、地域と連携した取組を進めてきました。 

具体的な取組としては、生物多様性保全の観点から開発に対して配慮が必要

なエリアを明確化したゾーニングの作成や、支援を求める活動団体と企業等と

のマッチングを行う「みえ生物多様性パートナーシップ協定」などの取組を進

めてきました。 

その結果、2019 年度（令和元年度）と比較すると、自然環境の保全に取り組

む活動団体は９団体増加し 93団体となるなど、一定の成果が得られました。 

 

（2022年度（令和４年度）までの、県の施策の達成状況は巻末資料のとおり） 
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一方で、近年、大規模な自然地の開発は減少傾向にあるものの、比較的小規

模な開発は続いているほか、農山村地域での人口減少や高齢化による管理不足

の里山等の増加、オオクチバスやヌートリア等の外来生物の増加など、生物多

様性に迫る危機（①開発や乱獲による種の減少・絶滅、生息・生育地の減少、

②里地里山などの手入れ不足による自然の質の低下、③外来種などの持ち込み

による生態系のかく乱、④地球環境の変化による危機）は、現在も進行してお

り、野生生物の置かれている現況は依然として厳しいと言えます。 

また、生態系ネットワーク形成に向けた様々な主体の連携は十分に進んだと

は言えず、生物多様性の保全のためにはより一層の取組が必要です。引き続き、

社会全体で三重県の自然を支え合う仕組みづくりを進めるとともに、保護地域

以外で生物多様性に資する地域や希少種ではない生き物（普通種）の保全など、

新たな施策にも取り組んでいくことで生態系ネットワークの形成を促進して

いく必要があります。 

 

 

１『ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）』とは  

持続可能な開発目標（英語:Sustainable Development Goals:SDGs〈エスディージー

ズ〉）は、持続可能な開発のための【17 のグローバル目標】と［169 のターゲット（達

成基準）］からなる国連の開発目標です。  

2015（平成 27）年９月の国連総会で採択された「我々の世界を変革する：持続可能な

開発のための 2030アジェンダ」と題する成果文書で示された 2030年に向けた具体的行

動指針となります。  

 

 

  



5 

 

【持続可能な開発目標（SDGs）の 17 の目標】 

【目標１】：あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる 

【目標２】：飢餓を終わらせ、食糧安全保障および栄養改善を実現し、持続可能な農業を促

進する 

【目標３】：あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する 

【目標４】：すべての人々への包括的かつ公平な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を

促進する 

【目標５】：ジェンダー平等を達成し、すべての女性および女子のエンパワーメントを行う 

【目標６】：すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する 

【目標７】：すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な現代的エネルギーへのアクセ

スを確保する 

【目標８】：包括的かつ持続可能な経済成長、およびすべての人々の完全かつ生産的な雇用

とディーセント・ワーク（適切な雇用）を促進する 

【目標９】：レジリエントなインフラ構築、包括的かつ持続可能な産業化の促進、およびイ

ノベーションの拡大を図る 

【目標 10】：各国内および各国間の不平等を是正する 

【目標 11】：包括的で安全かつレジリエントで持続可能な都市および人間居住を実現する 

【目標 12】：持続可能な生産消費形態を確保する 

【目標 13】：気候変動およびその影響を軽減するための緊急対策を講じる 

【目標 14】：持続可能な開発のために海洋資源を保全し、持続的に利用する 

【目標 15】：陸域生態系の保護・回復・持続可能な利用の推進、森林の持続可能な管理、砂

漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・防止および生物多様性の損失の阻

止を促進する 

【目標 16】：持続可能な開発のための平和で包括的な社会の促進、すべての人々への司法へ

のアクセス提供、およびあらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包括

的な制度の構築を図る 

【目標 17】：持続可能な開発のための実施手段の強化し、グローバル・パートナーシップを

活性化する 

『資料：「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」（外務省）』 
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第１節 生物多様性とは 

 自然界では、多種多様な生物が複雑につながり合い、それぞれの環境に適し

た固有の生態系を形成しています。「生物多様性」とは、このような多種多様

な生物が多様な環境に豊かに生息した状態を幅広く表した概念です。単に生き

物がたくさんいるという状態が良いというだけでなく、生態系のバランスが保

たれていることが重要です。 

 

 生物多様性とは、何か。 

言葉自体が分かりにくいため、様々な表現により説明されていますが、共通して「生

きものどうしの“違い”」という表現が用いられます。この「違い」について、生物多

様性条約の和訳では「変異性」、生物多様性基本法では「差異」という表現が用いられ

ています。条約や法律ではどうしても固い表現となってしまっていますが、環境省の

ホームページでは「違い」を「個性」と呼んでいます。ダイバーシティ社会において

は人間の個性が尊重されるように生物多様性（biodiversity＝バイオダイバーシティ）

でも生きものの個性を尊重することが重要となるのです。 

 

≪生物多様性の定義に関する表現の違い
．．

≫ 

「生物の多様性」とは、すべての生物（陸上生態系、海洋その他の水界生態系、こ

れらが複合した生態系その他生息又は生育の場のいかんを問わない。）の間の変異

性をいうものとし、種内の多様性、種間の多様性及び生態系の多様性を含む。 

（出典：環境省生物多様性センターＨＰ「生物多様性条約」） 

 

「生物の多様性」とは、様々な生態系が存在すること並びに生物の種間及び種内に

様々な差異が存在することをいう。 

（出典：生物多様性基本法） 

 

生物多様性とは、生きものたちの豊かな個性とつながりのこと。地球上の生きもの

は 40億年という長い歴史の中で、さまざまな環境に適応して進化し、3,000万種と

もいわれる多様な生きものが生まれました。これらの生命は一つひとつに個性があ

り、全て直接に、間接的に支えあって生きています。生物多様性条約では、生態系

の多様性・種の多様性・遺伝子の多様性という３つのレベルで多様性があるとして

います。 

（出典：環境省生物多様性センターＨＰ） 
 

  

生物多様性の定義 

第２章 生物多様性の重要性 
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１．生物多様性の３つの多様性 

  生物多様性条約では、生物多様性には、「生態系の多様性」、「種の多様性」、

「遺伝子の多様性」という３つのレベルでの多様性があるとされています。現

在の生物多様性は、生命の誕生以来、長い歴史を経て生き物が進化してきた結

果、形成されたもので、自然界のいろいろなレベルにおいて多様性（違い）が

存在することで維持されています。 

 

（１）生態系の多様性（生物が生息する様々な自然があること） 

地殻変動や気候の違いにより、日本でも様々な環境があり、それぞれの地

域の環境に応じて森林、河川、湿地、干潟など様々なタイプの生態系が形成

されています。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）種の多様性（たくさんの種類の生き物がいること） 

   日本は南北に長く、複雑な地形や豊富な降水量等、多様な条件により、そ

れぞれの地域特有の自然環境が形成された結果、地域ごとに進化を遂げた

動植物や菌類、バクテリアなどが生息・生育しています。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）遺伝子の多様性（同じ種類の生き物でも違いがあること） 

   アサリの殻やナミテントウの翅の模様に様々な違いがあるように、同じ

種類の生き物であっても、遺伝子の違いによって、形態や模様、生態など多

様な個性が生まれます。 

 

 

 

  
 アサリ ナミテントウ 
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第２節 生物多様性保全の必要性 

 私たちの暮らしは、食糧、水、燃料、衣類、薬など、自然界の恵みにより支え

られています。地域の生態系やそこに生息する生物は、進化の過程で様々な遷移

を経て現在に至っており、そのものに固有の価値や歴史性がある他、自然の豊か

さが伝統文化と人間の心を育てることもあります。それらの自然界の恵みは「生

態系サービス（ecosystem service）」と呼ばれており、様々な生物が関わり合う

生態系から得ることができるものです。 

具体的な生態系サービスの内容としては、光合成による酸素の生成、土壌の形

成、水等の循環といった地球環境の基盤となる根幹的な作用（基盤サービス）、

水や食糧、衣服、住居（木材等）、医薬用資源のような衣食住に関わる多様な資

源の供給（供給サービス）、森林による気候の調整や自然災害の軽減等に資する

機能（調整サービス）、伝統・風土・景観等の文化多様性の形成（文化的サービ

ス）等があります。（図１） 

 

 

 

 

 

 

 

  

食糧・資源 

模倣 感性の醸成 

精神の安定 

生存基盤 

環境調整 

食糧、木材、繊維、 

医薬品、品種改良、 

バイオミミクリー（※） 

四季、伝統工芸、 

地域の風土、祭事、 

食文化、自然観 

気候調整、水質浄化、自然災害の防止 

大気・土壌形成、栄養塩の循環 

※ バイオミミクリー（bio-mimicry）とは、生物の生態や形態から得られた情報によ
り、その機能や構造を模倣することで、新たな技術・製品を生み出すことです。飛行
技術のヒントは空を飛ぶ鳥から得られたとされているように、人類は古くから生物の
能力から技術を得ようとしていました。最近では、ヤモリの足の裏からヒントを得た、
「接着剤のないテープ」が開発されているように、様々な科学技術の場面で生物から
学んでいます。 

図１ 生物多様性の「恩恵」（生態系サービス） 
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生態系は生活と精神の両面で人類の生存を支えており、私たちが安心で快適

に暮らしていくために欠かすことのできないものです。生態系は自然環境に依

拠するところが多く、この先の未来、持続的に生態系サービスの恩恵を受けるに

は、生物多様性が保全されていることが重要となってきます。一度壊れた生態系

は、簡単に元に戻すことはできないため、生態系を「保全」するとともに「節度

のある利用」を行わなければ、生物多様性を保全することはできません。 

また、生物は一度絶滅してしまうと、もう二度と元に戻すことはできません。

かつては県内にも広くカワウソが生息していたと考えられていますが、その毛

皮目的の乱獲のために絶滅してしまいました。私たちがまだ知らない生物が、私

たちにとって未知の可能性を秘めているかもしれませんし、現在、生物多様性か

ら受けている恩恵が受けられなくなるかもしれません。これ以上その可能性や

恩恵が失われないよう、一人一人が生物多様性の重要性を認識し、その保全のた

めの行動を取ることが必要です。 

 

  

「ＳＤＧsの個別目標と生物多様性の関係」 

ＳＤＧs の個別目標のうち、特に本県の生物多様性推進プランと関係のある目標として

は、以下のとおりである。                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『資料：「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」（外務省）』 

 

● 地域の生態系を維持するととも

に、気候変動や異常気象に対する

適応能力を向上させ、持続可能な

農業生産を実践していくなど 

● 全ての人に公平な質の高い教育

並びに生涯学習の機会を提供し、

学習者が持続可能な開発を促進す

るために必要な知識・技能を習得

するなど 

● 山林、原野、湖沼、湿地、河川等

の水に関係する生態系の保護や回

復を図るため、全ての人の水と衛

生への利用の可能性と持続可能な

管理を確保するなど 

● 包括的かつ持続可能な農業や水

産業等の産業化を促進するととも

に、技術革新（イノベーション）の

拡大を推進するなど 

● 自然環境や生物多様性に配慮した公

共工事を実施し、包摂的で安全かつ強

靱で持続可能な都市及び人間居住の実

現を目指し、いつまでも安全に住み続

けられるまちづくりに取り組むなど 

● 化学物質や廃棄物の大気、水、土

壌への放出を削減し、自然と調和

したライフスタイルに取り組むな

どの持続可能な消費と生産の形を

確保するなど 

● 気候変動対策を基本計画等に盛

り込み、気候変動の緩和、適応に関

する教育、普及啓発を実施するな

どの具体的な対策に取り組むなど 

● 海洋ゴミや海の富栄養化等による海

洋汚染防止の取り組みや海洋及び海岸

の生態系の回復を図るための取り組み

を推進するなど、海洋とその資源を持

続可能な開発に向けて保全し、持続可

能な形で利用していくなど 
● 絶滅危惧種や希少野生動植物種の保

護、外来生物の侵入防止、放出禁止等

の対策を図り、また、森林の適時の伐

採や造林、保育の実施など、森林の持

続可能な管理並びに森林の多面的機能

の発揮並びに生物多様性の損失の防止

を図るなど 

● 持続可能な開発に向けての実施

手段を強化するとともに、生物多

様性パートナーシップ協定を推進

し、オール三重での生物多様性保

全に資する活動に取り組んでいく

など 

コラム 
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第３節 三重県の生物多様性の現状と課題 

三重県は南北に長く、地形や気候などが変化に富んでいることから、様々な

地域固有の自然環境があります。それぞれの自然環境には固有の生態系が作ら

れ、多様な生きものが生息しています。しかし、開発による森林伐採、社会経

済状況の変化等による里地里山の荒廃、外来種の増加などの問題により、多く

の動植物が絶滅の危機に瀕しています。 

 「三重県レッドデータブック 2015」に掲載されている、絶滅のおそれのあ

る生物の数は、1,742 種となっており、「三重県レッドデータブック 2005」の

1,483種から 259 種増えています。絶滅危惧種の増加については、人間活動に

よる自然環境の変化に伴い、野生動植物種の生息・生育状況が変化してきたこ

とも原因のひとつとなっています。なお現在、「三重県レッドデータブック

2015」の改訂のため、県内における最新の野生生物の生息・生育状況を調査・

整理しており、令和６（2024）年度末の発刊を目標に、有識者とともに検討を

進めています。 

 

１．開発などの人間活動による影響 

かつての日本は高度経済成長に象徴されるような大きな経済発展を遂げま

した。しかし、その裏では森林や湿地、干潟などの自然環境が開発により消失

していきました。 

林地開発許可実績を元にした森林の開発面積は、平成 30年度に、この 10年

間で最大となる 212ha となりましたが、その後４年間は減少傾向となってい

ます。このように大規模な開発は減少傾向となっていますが、相対的に規模の

小さい太陽光発電施設設置などの開発は続いています。また、平成２年から令

和２年までの 30 年間の土地利用形態の変化をみると、大規模開発等による森

林や農地面積が減少する一方、道路や宅地のような都市的利用が増加していて、

土地利用の変化により生物多様性は影響を受けてきました。（図２、図３） 

 

 

図２ 林地開発許可面積の推移 
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図３ 土地利用の推移 

 

２．自然に対する働きかけの縮小による影響 

 薪炭林や農用林などの二次林、採草地などは、生活や経済活動に必要とされ

てきましたが、石炭や石油といった化石燃料の普及とともにこれらの資材等は

利用されなくなってきました。また、農山村地域での人口減少や高齢化により、

放棄された里山や田畑が増加しています。令和３年度の耕地面積は約

57,600haで、昭和 40年度と比較して 45,300haも減少しています。（図４） 

 

 

 

里地里山は人の手が入ることにより撹乱を受けてきた影響で、特有の生態系

が形成されてきました。しかし、耕作や管理が放棄されることによって、撹乱

を受けることがなくなり、それら独自の生態系が維持されなくなります。薪炭

林は定期的に伐採されることにより雑木林が維持され、ギフチョウなど明るい

林床を好む生物の生息環境となっていましたが、管理がされなくなると森林の

遷移が進行し、林床が暗くなってしまうので、それらの生物の生息環境が消失

します。また、管理されなくなった竹林では、竹の成長・拡散に伴い、植生が

単純化し、生物多様性が低下することが懸念されています。 

  

森林, 65.5%

その他, 8.8%

農地, 12.6%

宅地, 6.0%

道路, 3.6%

水面・河川・水路, 3.6%

H2(1990)年

森林, 64.2%その他, 11.0%

農地, 10.0%

宅地, 6.9%

道路, 4.2%

水面・河川・水路, 3.6%

原野等, 0.0%

R2(2020)年

0
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田

畑
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図４ 耕地面積の推移 
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３．人間が持ち込んだものによる影響 

外来生物による生態系への影響も問題となっています。特定外来生物である

アライグマは近年、県内のほとんどの地域で分布が確認され、主に果樹やスイ

カ、トウモロコシ、イチゴなどで農業被害が発生しています。中でも伊賀地域

では被害が大きい傾向があります。（図５）県内では他にも多くの特定外来生

物や生態系被害防止外来種が確認され、特にオオクチバス、オオキンケイギク、

ヌートリアなどは、生態系や在来の生物の脅威となっており、生息環境の競合

による希少種の駆逐等が県内各地で問題となっています。さらに、近年では輸

入された物品等に付着してヒアリが侵入した事例が県内でも確認されるなど、

生活環境への影響が懸念されています。 

 

 

 

 

  また、化学物質による生態系への影響も課題となっています。かつての三

重県では、工場等から排出される化学物質の影響により、四日市ぜんそくを

引き起こした大気質の汚染や水質の汚染が問題となっていましたが、排出規

制対策等により大きく改善されました。 

しかし、近年では、マイクロプラスチックを含む海洋プラスチックごみ問

題に代表されるように、我々の生活や事業活動から自然環境へ放出される物

質を原因とした、生態系への影響が懸念される新たな問題も生じています。 

 

 

 

 

図５ アライグマ農業被害状況 

（獣害対策課資料：集落代表者アンケートより） 
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４．地球環境の変化による影響 

津市の平均気温は 100年間で約 1.7℃上昇しているとみられ、今後も上昇す

ると予測されています。実際に桜の開花日は 50 年あたりで約６日早くなって

いるほか、カエデの紅葉日は 50 年あたりで約 10 日遅くなっていることが統

計上でも確認されています。 

降水量については、1890年から 2020年までの観測データによると、津市で

は減少しているとみられますが、1 時間降水量 50mm 以上の発生回数は増加す

ると予測されています。（以上、気象庁ＨＰより） 

  近年、死者が発生するような記録的猛暑や豪雨災害が毎年のように発生し

ていますが、これは地球温暖化が原因のひとつではないかと言われています。 

地球温暖化の進行は、生物多様性へも深刻な影響を与えます。高山植物や冷

水性の魚類などの、より冷温な地域へ移動ができない生物は絶滅のおそれが高

まります。 

また、県内においても気候変動による影響が現れています。例えば、平均気

温の上昇や真夏日及び熱帯夜の増加による影響として、コメの品質の低下や黒

ノリ養殖期間の変化などが確認されています。さらには、温州ミカンの栽培適

地の変化が予測されています。 

 

 
図７ 津市の年平均気温の推移（気象庁ＨＰより作成） 
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第１節 基本理念と目指すべき姿 

 

基本理念 

「三重の風土によって私たちは生かされています ～ 豊かな生物多様性が

受け継がれ、自然と共生する社会の実現～」 

三重県の大切な財産である豊かな自然や、たくさんの生きものを、人の暮らし

と調和を図りながら保全し、次代を担う子どもたちへつないでいくことは現代

を生きる我々に課された使命です。 

この理念には、「自分たちの手で責任を持って、みえの豊かな風土と全ての命

を未来へつなぎ、みんなが楽しく、心満たされる三重県を築いていこう。」とい

う思いが込められています。 

100年後の未来においても、三重県で人と自然がうまく共生して生きていける

ように、今を生きる私たち一人ひとりが、それぞれの役割に応じて、できること

から行動を始めましょう。 

 

目指すべき姿 

 「みんなが自然資本を守り、持続可能に活用する地域社会」 

食糧、原材料、燃料、薬、衣類、住居などの「暮らしの基礎」、大気、水、土

壌などの「生存基盤」など、私たちの「命」と「暮らし」は、生物多様性の恩恵

を受けて成り立っており、これらを利用しなければ、私たちは生きて行くことが

できません。これを自然資本といいます。 

豊かな風土やたくさんの生きもの、生物多様性を保全するためには、森林、河

川、農地、都市など種々の環境のつながりを確保し、様々な空間レベルでの保全

が必要であり、県民・ＮＰＯ等民間活動団体・事業者・研究者・行政（国・県・

市町）が互いに協働し、自主的かつ積極的な取組を進めていくことが重要なので

す。 

「みえ生物多様性推進プラン」は、生物多様性の保全と持続可能な利用に向け、

県が県民や事業者、ＮＰＯ等民間活動団体などの多様な主体の方々と協働して

取り組む方向を示しています。 

人間も生態系の一員であることを十分に理解し、みんなで協働して、生物多様

性の保全と持続可能な利用が進められる地域社会を目指します。（図７） 

  

  

第３章 生物多様性保全の推進 
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図７ 基本理念と目指すべき姿 

人材育成 ゾーニング 

協働による実現 

「生態系ネットワーク」は、「エコロジカル・ネットワーク」とも称され、明確な定義はあ
りませんが、野生生物が生息・生育する様々な環境がつながる生態系の連続性・一体性（ネ
ットワーク）を表す言葉として用いられています。生物多様性の損失を防ぎ、自然環境の質
を向上させるためは、生態系ネットワークの形成を促進することが重要です。 

基本理念 
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第２節 取組方針の枠組み 

目指すべき姿の達成に向け、次に示す取組方針を設定し、この枠組みに沿って

目標や施策を構成します。 

 

１．【取組方針１：生物多様性の保全】 

 

 

 

 

 生態系、種、遺伝子の多様性確保のためには、身近な自然も含む生物の生息環

境を確保し、生態系ネットワーク形成を促進することが必要であることから、重

要な自然環境や野生生物への法的規制による生息地及び種の保全に加えて、

OECM※の考え方に基づいた保護地域以外の保全を進めます。また、気候変動や外

来種の侵入等による生物多様性に対する負の影響の最小化を目指します。 

本取組は、生物多様性の規模、質を向上させるという取組みであり、取組方針２を

実現させるためにも必要な、最も基本的な取組です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※：Other Effective area-based Conservation Measures の頭文字をとったも

ので、国立公園などの保護地域以外で生物多様性保全に資する地域。  

【マメナシ保全活動】  【県指定希少種カワラハンミョウ】  

【ポスターコンクール展示】  【ゾーニング例】 



17 

 

２．【取組方針２：適正な自然の活用】 

 

 

 

 

生態系サービスを持続的に享受するため、担い手を確保することによる農林

水産業の持続的な発展や農山漁村の持つ多面的機能の維持・再生、野生鳥獣との

共生を目指すとともに、自然の恵みを活かした地域づくりを推進します。また、

公共事業を実施する際は、防災機能との調和を図りながら自然環境に配慮して

行うとともに、開発行為に対して、生息生育地への影響の回避や低減等の配慮に

より、適切な保全が図られるよう取り組みます。 

私たちの生活は自然の恵みがなければ成り立たないものですが、その一方で

私たちの生活が生物多様性・自然資本に影響を与えている場合もあります。本取

組は、取組方針１を実現した上で、地域の社会課題を解決し、生物多様性・自然

資本を持続可能な形で活用した地域づくりの実現を目指すものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【間伐材搬出作業】 【捕獲されたアライグマ】 

【公共工事】 【里山に設置された太陽光発電施設】 
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３．【取組方針３：保全と活用のための環境づくり】 

 

 

 

 

県民一人一人が生物多様性について、教育や自然体験の機会を通じて理解を

高め、社会全体で生物多様性の保全と持続可能な利用を進めていくための普及

啓発や基盤整備、支援を行います。 

 また、地域における自然環境保全活動の裾野を広げるため、専門家や事業者、

行政等さまざまな主体による連携・協働による保全活動を促進します。 

 本取組により、取組方針１，２を実現するために必要な基盤の整備を図っていきま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【県民の森トンボ池復活大作戦】 【生物多様性保全に関する出前授業】 

【木育施設】 【森林づくり体験】 
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第３節 具体的な施策・目標 

１．【取組方針１ 生物多様性の保全】 

 

（１）行政の取組 

 

 

 

 

 

 

〇野生生物の保護啓発  

・小中高校生を対象とした「野生生物保護啓発ポスターコンクール」を実施

するなど、児童生徒に野生生物に対する保護意識の啓発を図るとともに、環

境関係イベントにおいて、パンフレット等を配布するなど、野生生物の保護

意識の向上を促進します。 

 

〇希少生物の指定と保全活動  

・人為的な影響を強く受けている希少生物の保全について、適時、三重県指

定希少野生動植物種への指定を検討するとともに、三重県生物多様性保全ア

ドバイザー等の専門家の協力を得ながら、適正な保全を進めます。また、希

少生物の保全を進めるうえで、活動団体等の民間活力を活用しながら取組を

進めていきます。 

 

〇県天然記念物の指定と保全活動  

・天然記念物が適切に保護されるよう所有者等に対して、技術的・経済的な

支援に努めます。 

・保存活用計画に沿って適切に保護していきます。 

 

〇的確な情報提供とアドバイス  

・レファレンスサービスや同定会を開催し利用者の相談に応じていきます。 

また、環境影響評価委員会についても、必要に応じて参画し、意見等を述べ

ます。 

 

 

  

①希少野生生物の保全（取組方針１－１） 

 希少野生生物の保全を進めるため、野生生物の専門家からなる「三重県生

物多様性保全アドバイザー」と協力した保全活動や、野生生物保護の普及啓

発等に取り組みます。 
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〇自然公園区域と自然環境保全地域での生態系維持回復事業の実施 

・県内の国定公園や自然環境保全地域内の生態系の回復の必要がある地域

においては、生態系維持回復事業を継続して実施し、在来種の生息・生育環

境の保全に努め、地域の生態系の維持回復を図ります。 

 

〇自然公園区域と自然環境保全地域の保全  

・三重県自然環境保全条例並びに自然公園法及び三重県立自然公園条例に

基づき、自然の風景地の保護を図るとともに、県民の保健、休養及び教化に

資するとともに生物多様性の確保を行っていきます。 

・三重県自然環境保全指導員による巡回監視行うなど、三重県自然環境保全

地域の適切な保全管理を行います。 

 

〇ゾーニングによる地域保全  

・希少野生動植物種の重要な生息場所について、事業実施検討段階で一定の

配慮がなされるよう、ゾーニングを行い、その内容について公開します。 

 

 

 

③普通種を含む身近な自然環境の保全（取組方針１－３） 

 法的規制により保護されている地域以外である、身近な緑地や水辺等におい

て、生物多様性が保たれた環境の保全・整備に取り組みます。 

 

〇保護地域以外の保全・管理の推進  

・絶滅危惧の状態にないいわゆる普通種については、生態系を構成する基盤

であり、身近な自然が普通種を含む生物の生息場所及び生態系ネットワーク

の構成要素になっていることに留意し、保護地域以外で生物多様性保全に資

する地域（OECM）の保全に取り組むため、自然共生サイトの認定を推進しま

す。また、自然共生サイトの認定のモデル区域となるよう、県有地の認定に

向けて取り組みます。 

・民間での自然共生サイトへの認定を促進するため、認定申請等に必要な助

言、情報発信等を行うなど、認定の支援に取り組みます。 

  

②自然環境保全地域等の重要地域の保全（取組方針１－２） 

 多様な野生生物の生息・生育の場として重要な自然公園等の地域につい

て、法令や制度等に基づき、適正な保全管理を実施するとともに、希少野生

動植物種の重要な生息場所のゾーニングを行い、保全を図ります。 
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〇宮川浄化センターの生息地の維持管理  

・従来から生息していたトンボ等の生物を保全するために創出した環境（ゾ

ーン）について、宮川流域下水道（宮川処理区）調査・維持管理計画書に基

づき、継続して生息地の維持管理を進めていきます。 

 

〇道路空間におけるグリーン化の推進 

・道路整備においては、道路法面に自然環境と調和した植生を活用するな

ど、地域の必要性に応じて生物多様性の保全に配慮した整備に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇外来種対策の普及啓発と防除  

・県ホームページで外来種について広く啓発するとともに、関係者への研修

やイベントでの啓発物の配布等、きめ細かい普及啓発を行います。併せて、

野生生物保護啓発ポスターコンクール等を活用し、外来種防除対策について、

県内の小中学校等への普及啓発を行います。また、市町や関係機関等に対し

て、外来種対策に係る各種の情報提供を行うなど、外来種対策の円滑な推進

を図ります。 

・侵略的外来種について、その定着経路に関する情報の把握に努めるととも

に、防除の優先度を整理し、各主体の適切な役割分担のもと対策を進めます。 

 

〇自然公園区域内の外来種対策  

・生態系維持回復事業により、藤原岳で生育する外来種ハルザキヤマガラシ

の駆除活動を実施します。 

 

〇ため池における外来種の駆除活動  

・ため池改修工事等にあわせ、外来種の生物状況を把握し、地域の団体等と

協働し必要に応じて駆除活動を実施していきます。 

 

〇外来種に対する的確な情報提供とアドバイス 

・レファレンスサービスや同定会を開催し、利用者の相談に応じていきます。 

また、ヒアリ等の新たな外来種の侵入に備えて、県関係機関や市町環境行政

担当者を対象に開催する外来種関連研修会やみどり共生推進課からの外来種

の同定依頼に対して協力します。（総合博物館） 

④外来種による被害防止（取組方針１－４） 

 生態系に影響を与える外来種による被害防止を図るため、関係者と連携し

て情報収集・提供を行うとともに、駆除活動や防除対策に取り組みます。 
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・森林等に害を及ぼす恐れのある外来種の防除対策に係る研修会の開催に協

力します。また、市町、関係団体等からの相談に応じ、情報提供やアドバイス

を行います。（林業研究所） 

 

〇内水面漁業の特定外来生物対策  

・「内水面漁業の振興に関する法律」及びその基本方針に即して、内水面水

産資源の回復を図り、漁業環境の再生に資するため、漁業者が行う特定外来

生物による食害対策を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

〇浄化槽の適正な維持管理の促進  

・浄化槽保守点検業者への研修会や、浄化槽管理者への普及啓発等を行うこ

とにより、浄化槽の適正な維持管理を促進し、公共用水域の水質保全を図り

ます。 

 

〇生活排水処理施設の整備促進 

・「生活排水処理アクションプログラム」に基づき、地域の実状を踏まえた

計画的かつ効率的な生活排水処理施設の整備の促進を図ります。 

 

〇生物指標を用いた水質判定の普及啓発  

・住民が身近な河川の観察ができるよう、生物指標を用いた水質判定（みえ・

川の健康診断事業）の普及・啓発に取り組みます。 

 

〇伊勢湾の水質保全のための広域的な取組 

・三重県、岐阜県、愛知県、名古屋市で構成する伊勢湾総合対策協議会で作

成した「伊勢湾の総合的な利用と保全にかかる指針」に基づく水質保全等の

広域的な取組を行います。 

  また、伊勢湾流域圏において、より良い水循環のもと、多様な生物が生息・

生育できる「健全な伊勢湾」の再生をめざす「伊勢湾再生行動計画（国と東

海三県一市等で構成する伊勢湾再生推進会議で策定）」を着実に推進しま

す。 

 

 

 

⑤環境汚染による自然環境への影響の削減（取組方針１－５） 

 水質汚染等による生物多様性に対する負の影響を削減・軽減するため、 

総合的な生活排水対策等を進め、健全な水環境の保全に取り組みます。 
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〇下水道終末処理施設の適正管理  

・各流域下水道の終末処理施設から排出される放流水の水質が良好となる

よう、栄養塩類管理運転の試行の趣旨を踏まえ、施設の適正な維持管理を行

います。 

 

〇有害赤潮の予察技術の開発  

・漁場監視のために英虞湾・的矢湾において漁場環境調査を行うとともに、

情報提供を行います。また、ヘテロカプサ赤潮の発生シナリオを改良してい

くとともに、それ以外の有害赤潮についても予察技術の開発を行います。 

 

〇畜産環境問題の発生防止  

・畜産環境問題の発生を未然に防ぐため、既存の施設・機械の老朽化等によ

り、施設整備が必要な場合は、国事業等を活用した支援を行うとともに、整

備後もその効果が確実に発揮されるよう、普及センター等による技術支援を

行っていきます。 

 

〇きれいで豊かな海の再生  

・環境基準の達成と、生物生産性・生物多様性とが調和・両立した「きれい

で豊かな海」の実現に向け、第９次水質総量削減計画に基づき、関係機関が

連携しながら水環境管理施策に取り組んでいきます。 

 

〇大気・水環境等の保全  

・河川、海域や地下水の水質を継続的に監視することで、水質の経年変化を

把握・分析し、水環境の保全を図るとともに、工場・事業場への立入検査を

行い、法令順守の状況を確認し、必要な指導を行います。 

 

〇海洋プラスチック対策の推進  

・海岸管理者、民間団体、企業等による協力体制の構築と、流域圏の自治体

との連携により、発生抑制対策を含めた環境保全活動を推進します。 
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〇地球温暖化対策の推進  

・「三重県地球温暖化対策総合計画」に基づき、家庭や事業所での省エネル

ギー対策や再生可能エネルギー導入の取組を促進し、温室効果ガスの排出削

減を進めるとともに、「三重県気候変動適応センター」と連携して、気候変

動影響や適応についての情報収集や情報提供など、気候変動適応の取組を促

進します。 

 

〇地球温暖化対策の普及啓発  

・温室効果ガス排出削減に係る取組を促進するため、「三重県地球温暖化防  

止活動推進センター」と連携し、三重県地球温暖化防止活動推進員等が行う

普及啓発活動を通じて、地球温暖化対策を促進します。 

 

〇森林整備による CO2吸収源対策の強化 

・搬出間伐や主伐後の再造林などの森林整備、獣害防護柵、森林作業道の整

備等を支援します。 

・森林環境譲与税等を活用した森林整備がこれまで以上に進むよう、「みえ

森林経営管理支援センター」を通じた市町の業務推進への支援や、少花粉ス

ギ及びスギ・ヒノキ特定母樹などの種子の生産体制の強化等に取り組みま

す。 

・森林の CO2 吸収機能に経済的価値を生み出すＪ－クレジット制度を有効

活用し、森林所有者の所得向上を通じた森林整備の促進に繋げるため、モデ

ルとして県行造林においてクレジット認証を取得するとともに、クレジット

認証に必要な情報基盤の整備や、意欲的な事業者への支援に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥気候変動の緩和・適応（取組方針１－６） 

 気候変動による生物多様性に対する負の影響を緩和するため、CO2等の

温室効果ガスの排出削減や地球温暖化防止に関する普及啓発を進めるとと

もに、CO2の森林吸収量確保に向けた森林整備を進めます。 
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（２）取組方針 1 にかかる県の関係計画※の目標値 

（※「みえ元気プラン」及び県担当部署の基本計画等） 

指  標 現状値 目標値 

里地・里山や海岸河川において、希少野生動植物保護等の生物多様性

保全活動の取組数（累計） 

93取組 

（4年度） 

101取組 

（8年度） 

県内の自然共生サイトの認定数 
4か所 

(5年度) 

8か所 

（8年度） 

下水道、合併処理浄化槽、集落排水施設等により生活排水処理が可能

な人口の割合 

89.1％ 

(4年度) 

93.1％ 

（8年度） 

「第９次水質総量削減計画」における「きれいで豊かな海」の実現に

向けた総合的な水環境改善取組数 

6取組 

(4年度) 

7取組 

（8年度） 

大気環境測定地点および河川・海域水域における環境基準の達成割合 
89.5％ 

(4年度) 

98.1％ 

（8年度） 

県民、事業者等の活動により排出される温室効果ガス量から森林等に

よる吸収量を除いた県域における温室効果ガス排出量 

23,117 

千 t-CO2 

（2年度） 

20,066 

千 t-CO2 

(6年度) 

県と連携して再生可能エネルギー利用促進、脱炭素経営の促進、COOL 

CHOICEの推進等に取り組む事業所数（累計） 

521事業所 

（4年度） 

540事業所 

（8年度） 

※現状値は、「みえ元気プラン」等の最新の実績数値 
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２．【取組方針２ 適正な自然の活用】 

 

（１） 行政の取組 

 

 

 

 

 

 

〇人や産業が元気な農山漁村づくり  

・農山漁村地域における、豊かな自然や伝統・文化といった多彩な地域資源

を生かした農林漁業体験民宿や農家レストラン、直売施設の立ち上げ等、所

得・雇用機会の確保につながる取組を支援し、地域活性化を進めます。 

 

〇森林・林業及び地域を担う人材の確保・育成  

・林業への新規就業者や地域における多様な担い手を確保するため、県内の

林業へ就業を希望する者を対象とした林業就業支援研修やインターンシップ

の実施や、県が開催する移住相談会や首都圏等で開催される就職相談会等へ

の出展、三重の林業をＰＲするためのセミナーの開催のほか、県内の高校生

を対象とした就業相談会の開催や林業職場体験研修等に取組んでいきます。 

・森林・林業アカデミー新校舎を活用し、ICTなどにも精通した次代を担う林

業人材の育成を進めるとともに、新校舎を木造建築物の教材としても活用し

ていきます。また、（公社）みえ林業総合支援機構と連携した人材の育成や、

建築士や建築学科等の高校生等を対象とした中大規模建築や非住宅等の木造

提案を行える建築人材の育成研修を実施するなど、みえ森林・林業アカデミ

ーの講座がより魅力的なものとなるよう、引き続きカリキュラムのブラッシ

ュアップを図っていきます。加えて、アカデミー修了生がプロジェクト活動

を実践していくために必要な支援等に取り組んでいきます。 

 

〇農業の担い手の確保・育成  

・普及指導員が中心となり、担い手における、農地集積・集約化に向けた地域

の合意形成を支援するとともに、法人化や後継人材への円滑な事業承継、６

次産業化、若者や女性など多様な労働力の確保を進めることで、農業経営の

発展を図り、収入の確保につなげます。また、就農希望者や独立自営就農者

へのサポートに取り組むとともに、農業法人における就農者の定着に向け、

労働環境の整備を進めます。さらに、農業を牽引する担い手が不足している

地域においては、集落営農の組織化や広域化のほか、小規模な兼業農家や高

齢農家などの家族農業の継続、異業種からの農業参入など多様な担い手によ

る営農体制の構築に取り組みます。 

①農山漁村の活性化（取組方針２－１） 

 生物多様性の豊かな農山漁村を発展・維持していくため、農林水産業の

担い手の確保・育成及び雇用機会の創出を進めるなど、その活性化に取り

組みます。 
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〇水産業の担い手の確保・育成  

・普及指導員が中心となり、都市部の若者等を本県漁業に呼び込む仕組みや

漁師塾の支援により新規就業者の定着を図るとともに、漁業経営体の協業化・

法人化による経営基盤の強化、高齢者や女性など多様な担い手による新たな

就労の創出、ＡＩ・ＩＣＴを活用した作業の効率化・省力化による働き方改

革に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇森林資源の循環利用による多面的機能の維持・増進 

・森林資源の循環利用「伐って、使って、植えて、育てる」を推進し、森林

の有する多面的機能を維持・増進するため、搬出間伐や主伐後の再造林など

の森林整備、獣害防護柵、森林作業道の整備等を支援します。また、県産材

の利用について情報発信や販路拡大等を強化するとともに、県内木材産業の

体制強化を図りつつ、県産材の利用拡大に取り組みます。 

 

〇水田生態系の保全  

・必要に応じて水田地域における魚類等の生物多様性の保全活動について

支援していきます。 

 

〇水産業及び漁村の多面的機能の維持・発揮  

・漁村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、漁業者等が行う藻場・

干潟や内水面生態系等の保全活動を支援します。 

 

〇森林整備の推進による公益的機能の確保     

・航空レーザ計測の実施によるデータ取得とデータ解析により、森林資源等

の詳細な情報を把握し、早急に整備が必要な森林の抽出を行います。 

・森林環境譲与税等を活用した森林整備がこれまで以上に進むよう、「みえ

森林経営管理支援センター」を通じた市町の業務推進への支援や、少花粉ス

ギ及びスギ・ヒノキ特定母樹などの種子の生産体制の強化等に取り組みま

す。 

 

 

 

② 農山漁村の持つ多面的機能の維持・再生（取組方針２－２） 

 多様な生態系の保全や美しい景観等を維持・再生していくため、農山漁

村の持つ多面的機能を十分発揮することによる、持続可能な農林水産業を

進めます。 
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〇災害に強い森林づくりとその効果検証  

・災害に強い森林づくりを一層進めるため、みえ森と緑の県民税を活用した

災害緩衝林整備や流域防災機能の強化を図るための森林整備を進めます。 

・森林が有する流木・土砂災害防止機能を高めるため、県が進めている「災

害に強い森林づくり推進事業」の効果検証に継続して取り組み、効果的な森

林整備にかかる情報を提供します。 

 

〇農業及び農村の多面的機能の発揮  

・農業及び農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、農村における

農地・水路・農道等の地域資源の保全や景観形成などに向けた共同活動や、

中山間地域等における持続的な農業生産活動を支援します。 

 

〇環境保全型農業の推進  

・化学農薬のみに依存しない、発生予防を中心とした「総合防除」を推進す

るため、総合防除計画を策定・公表するとともに、従来の防除対策では防除

が困難な作物について、ＩＰＭ技術の活用により、地域の実情に応じた防除

技術体系の確立に引き続き取り組むとともに、国や市町と連携しながら、環

境保全型農業の取組を一層推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 野生獣の利活用の推進  

・これまでのみえジビエの取組を発展させ、新たな販路を開拓するため、県

内小売店舗・アウトドア施設等へのＰＲ・販路促進を行うとともに、取引先

からの意見を反映し、みえジビエ商品の改良を実施します。 

・一般消費者に向けたみえジビエを使った料理教室の開催、県内主要タウン

誌等への広告掲載等を行い、みえジビエの知名度向上につなげます。 

・解体処理施設における処理頭数増加に向け、捕獲した個体の利活用を推進

する人材の育成および搬入方法や解体処理加工技術の向上等に関する技術

研修を実施します。 

・安定的な供給体制を構築するため、指定の解体処理施設における捕獲個体

の買取を支援するとともに、みえジビエにふさわしい個体の狩猟方法等を指

導します。 

③野生鳥獣害に強い農山村づくりの推進（取組方針２－３） 

 人と野生鳥獣との共生を目指すため、管理計画に基づく適正な保護管理

を進めるとともに、新しい捕獲技術の研究開発や普及、地域ぐるみの体制

づくり等に取り組みます。 
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〇集落住民の機運醸成と体制づくり  

・野生鳥獣による被害を防ぐため、集落座談会の開催や集落ぐるみの体制づ

くりなど、地域の状況に応じたきめ細かな対応や対策に取り組みます。 

 

〇新しい捕獲技術の普及  

・捕獲の効率化については、ＩＣＴを活用した大量捕獲システムに加えて、

罠の見回りの効率化に有効な通知システムの普及にも取り組みます。 

 

〇野生鳥獣の被害対策と生息数管理の推進  

・野生鳥獣による農林水産業被害および生活被害のさらなる減少に向けて、

侵入防止柵の整備等を進めるとともに、ニホンジカ等については、第二種特

定鳥獣管理計画に基づく計画的な捕獲に取り組み、農地や森林における適切

な生息数管理を進めていきます。 

 

〇病害虫発生予察・防除対策  

・マツノマダラカミキリの被害状況の把握、発生時期の予察について、関係

機関と連携して実施します。 

・調査対象となる病害虫の発生状況の予報を迅速に行うため、AIを活用した

調査活動の効率化・省力化など、DXを活用した病害虫発生予測を進めます。 

 

〇農林業における獣害防止に向けた捕獲技術の実証研究  

・農林業に被害を及ぼすニホンジカ等の効率的な捕獲方法を検討するとと

もに、モデル地区においてニホンジカ捕獲の効果検証を行います。 

 

〇農作物被害を軽減するための獣害対策技術の開発  

・ニホンジカ、ニホンザル、アライグマ等有害動物による農作物被害を軽減さ

せるため、現地の状況に合わせ、地域が主体となった防護柵による被害対策や

ＩＣＴ大型捕獲檻による捕獲技術、ニホンザル群の継続的なモニタリング等、

普及効果の高い獣害対策技術や調査手法等の開発と実証に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

〇環境影響評価の実施  

・事業者が作成する環境影響評価図書について、法・条例に基づく手続き等

の指導を行うとともに、三重県環境影響評価委員会に諮問し、その答申に基

④自然地での開発行為による影響の低減（取組方針２－４） 

 自然地での開発行為による負の影響を低減するため、生物多様性の観点

を踏まえた自然環境保全への適切な配慮がなされるよう取り組みます。 
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づき、環境の保全の見地から知事意見を述べ、環境の保全について適正な配

慮がなされるよう取り組みます。 

・県が実施する開発事業等については、三重県環境調整システムにより、計

画等の策定段階から、全庁的に環境への配慮や適切な対応を調整します。 

 

〇自然地の開発を対象とした指導  

・希少野生生物の重要な生息地情報をまとめ、その地域において再生可能エ

ネルギー発電施設計画等の開発行為が行われる場合について、事業者に対

し、生物多様性保全の重要性の理解促進に努めるとともに、より詳細な生物

調査及び保全対策の実施等環境への配慮を求めます。 

・再生可能エネルギー発電施設計画等の開発行為に対し、希少野生動植物種

の生息に支障を及ぼすおそれがある事業に対しては、条例に基づく勧告等、

必要な措置を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇道路整備における生物多様性保全への配慮 

・希少種等の生息地を通らないルートの検討や注意喚起看板の設置等、野生

生物のロードキルの防止に努めます。 

 

〇海岸における生物多様性の保全 

・事業による生態系への影響について、生態調査等を実施するとともに、生

物多様性の保全に配慮した整備を進めます。 

 

〇生物に配慮した河川の整備・維持管理  

・対象河川の現況把握を行ったうえで、学識経験者等の専門家の意見を伺い

ながら、生物多様性に配慮した河川整備基本方針・河川整備計画を策定しま

す。 

・河川整備においては、魚類の生息や植生の繁茂が可能な護岸ブロックを採

用するなど、自然環境に配慮した整備を進めるとともに、階段護岸などの整

備を進め、瀬や渕、湿地の保全を行うなど、河川の特性に応じた多自然川づ

くりや生態系に配慮した親水空間の保全に取り組みます。 

・魚類等の水生生物の遡上を阻害しないよう、魚道を整備します。 

 

⑤生態系に配慮した公共事業（取組方針２－５） 

 公共工事の実施にあたっては、必要に応じて調査を実施するとともに、生

物多様性の保全に配慮した工法採用等による整備や維持管理を進めます。 
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〇森林土木工事における希少生物の保全  

・希少猛禽類の生息に配慮しながら工事を実施するとともに、希少水生生物

についても生息の可能性がある箇所については、専門家のアドバイスを受け

ながら保護調査を行い、その生息に配慮した工事に努めます。 

・関係機関と連携しながら、公共事業等におけるオオダイガハラサンショウ

ウオの保護を目的に現地研修会を継続して開催します。 

 

〇農業農村整備事業における工事施工前後の生態系評価 

・必要に応じて地域の生態系を調査し、希少生物等の生態系を保全する工法

で事業を実施するとともに、事業の完了後にも生態系調査を行いその効果を

検証することにより、農業・農村における生物多様性の保全を図っていきま

す。 

 

 

 

（２）取組方針２にかかる県の関係計画※の目標値 

（※「みえ元気プラン」及び県担当部署の基本計画等） 

指  標 現状値 目標値 

農山漁村における所得・雇用機会の確保につながる新たな取組数 

（累計） 

58取組 

（4年度） 

125取組 

（8年度） 

新規漁業就業者数 
36人 

（4年度） 

56人 

（8年度） 

県内で生産される木材の供給量 
450千㎥ 

（4年度） 

424千㎥ 

（8年度） 

公益的機能増進森林整備面積（累計） 
7,518ha 

（4年度） 

22,540ha 

（8年度） 

ニホンジカ、イノシシ、ニホンザルによる農林水産業 

の被害金額 

255百万円 

（3年度） 

284百万円 

（7年度） 

林業人材育成人数（累計） 
240人 

（4年度） 

645人 

（10年度） 

農業・農村の有する多面的機能維持・発揮を図るための地域活動に取

り組む集落の割合 

55.2％ 

（3年度） 

65.8％ 

（11年度） 

※現状値は、「みえ元気プラン」等の最新の実績数値 
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３．【取組方針３ 保全と活用のための環境づくり】 

 

（１） 行政の取組 

 

 

 

 

 

 

 

〇ＮＰＯ・市民活動の推進・市民活動の場や交流の機会の提供 

・生物多様性にかかる活動を行っているＮＰＯなどの市民活動の支援及び

基盤強化のため、交流スペース等において利用しやすい環境づくりを推進す

るとともに、ＮＰＯ活動の支援、新たな人材の参画を促すため、ホームペー

ジ、情報誌やＳＮＳ等を通じて、広く情報の発信を行っていきます。 

 

〇里地里山保全活動の推進  

・企業や市町等関係機関の協力を得ながら、活動認定団体への支援を実施す

ることで、三重の豊かな自然を継承できるよう里地里山保全活動の推進に努

めます。 

 

〇みえ生物多様性パートナーシップ協定による保全活動支援 

・自然環境や生物多様性の保全活動の拡大・促進を図るため、支援を求める

活動団体と企業等とのマッチングを行い、社会全体で生物多様性保全が行わ

れる体制づくりを進めます。また、企業が行う保全活動を促進するため、企

業に対しての生物多様性に関する情報発信・普及啓発を行います。 

 

〇企業・県民の森林づくり活動への参画促進  

・市町や森林組合、ＮＰＯ等と連携して森林所有者と企業をマッチングする

「企業の森」制度によって企業による森林づくり活動をサポートするなど、

企業や県民が森林づくりに参加できる機会の創出に取り組んでいきます。 

 

〇環境保全活動の広域ネットワーク化と海岸漂着物対策 

・岐阜県、愛知県、三重県、名古屋市が協働・連携して「伊勢湾 森・川・

海のクリーンアップ大作戦」を実施し、森川海のつながりを意識しながら海

洋ごみ発生抑制対策を広域的に展開していきます。 

 

 

 

①自然環境保全活動の連携促進（取組方針３－１） 

 さまざまな主体の連携による自主的な自然環境保全活動を進めるため、

生物多様性に関する情報発信・普及啓発を行うとともに、活動団体と企業

とのマッチングなど、活動促進に向けた支援に取り組みます。 
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〇生物多様性の重要性の普及啓発  

・子どもたちの自然への関心を高め、自然環境を支える将来の担い手となる

きっかけづくりを行うため、生きもの観察会や環境パネル展等の機会を通じ

て、生物多様性の重要性の普及啓発を行います。 

 

〇総合博物館を活用した環境教育・環境学習  

・県民の皆さんの協力も得ながら調査・研究活動を行うとともに、自然観察

会や各種講座、ワークショップを開催し、環境教育・環境学習の機会を提供

します。 

 

〇学校における環境保全活動・環境教育の取組 

・各学校において、環境教育に関する全体計画を作成し、地域や家庭と連携

しながら「学校環境デー」を中心とした取組の充実を図るとともに、創意工

夫ある取組事例等を県のＷｅｂサイトに掲載するなど、広く情報発信しま

す。 

・各教科や総合的な学習（探究）の時間、特別活動等における環境に関する

教育の充実を図るとともに、地域や学校の実態・特性を十分に生かした環境

美化・環境保全活動に積極的に取り組みます。 

・「県立学校環境マネジメント」に基づいて、各高等学校で環境保全活動に

取り組み、家庭・地域・企業等と連携した環境教育を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇森林教育の効果的な推進  

・森林や木材が暮らしや経済に当たり前に取り入れられている社会づくり

にむけた教育や、森林に関わる活動やビジネスを志すきっかけとなる教育、

自ら考え、判断して行動する力を育む教育と必要な森林教育を推進していく

とともに、森林教育に必要な環境づくりに取り組みます。 

②生物多様性の理解促進（取組方針３－２） 

 生物多様性への理解促進を図るため、学校における環境教育等の取組を

進めるとともに、イベントの機会を通じて生物多様性の普及啓発に取り組

みます。 

 

 

 

③生物多様性に関する人材育成と基盤整備（取組方針３－３） 

 生物多様性に関する人材育成と基盤整備を図るため、体験を通じた環境

教育・環境学習による人材育成を進めるとともに、各種調査や必要な仕組

みづくりに取り組みます。 
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〇体験を通じた環境教育・環境学習の取組  

・環境への負担が少ない持続可能な社会の実現に向けて、県民の皆さんの行

動変容を促していくため、「三重県環境学習情報センター」において、知識

だけでなく、体験を通じて環境問題への気づき、環境配慮への行動を促進す

るような環境教育・環境学習に取り組みます。 

 

〇野生生物の基礎調査  

・渡り鳥等の生息数及び渡来数を関係団体等と連携して調査し、生物多様性

保全のための基礎資料とします。 

 

〇レッドデータブックの整備と活用  

・希少野生生物の生息・生育状況をまとめた「三重県レッドデータブック」

を生物多様性の普及啓発や自然保護行政に活用するとともに、必要に応じて

内容の見直しを行います。 

 

〇みえ生物多様性ネットワークの形成  

・様々な主体による生物多様性保全を促進するため、ＮＰＯ等各団体や県

民、行政等が連携して推進する体制や仕組みづくりに取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

〇自然公園・長距離自然歩道の施設整備  

・県民の自然とのふれあいを促進するため、自然公園及び長距離自然歩道に

おいて、適切かつ安全な施設整備を行うとともに自然公園施設の適正な維持

管理を行っていきます。 

 

〇自然とのふれあいの場と機会の提供  

・森林環境教育や自然とのふれあいの場の拠点施設として、「三重県民の森」及

び「三重県上野森林公園」の適切な維持管理を行うとともに、各々の施設で自

然体験型の行事等を開催し、県民に対し自然とふれあう機会を提供します。 

 

〇都市公園の活用  

・レクリエーションの場や人と自然とのふれあいの場、防災拠点等の多面的

機能を有する拠点施設として、県内の都市公園の整備及び適正な維持管理を

行います。 

④人と自然とのふれあいの場の確保（取組方針３－４） 

 自然環境や生物多様性の保全に関する知識と理解を深めるため、豊かな

自然に親しみ、ふれあう場・機会の提供や情報発信等を進めます。 
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〇川とふれあえる場の維持・形成  

・川に親しみ、川をふれあい活動の場にするため、地域住民の利用状況や要

望等を踏まえ、関係機関や地域住民と連携し、親水空間の維持・形成に努め

ます。 

 

〇エコツーリズムの推進  

・伊勢志摩国立公園の設立 80周年、吉野熊野国立公園の設立 90周年に向け

て、プレイベント等を計画し、国立公園の豊かな自然や歴史・文化などの地

域資源について周知し、公園の保全と活用を行っていく機運の醸成を図りま

す。 

 

〇自然体験コンテンツ等の推進  

・「三重ならでは」のコンテンツ造成や体験コンテンツの高付加価値化、販

売促進に向けたプロモーション等に取り組みます。 

・本県の魅力的な体験コンテンツ・アクティビティなどを観光サイト「観光

三重」において国内外に向けて発信します。 

 

〇大仏山地域散策路の維持管理  

・自然観察や風景の鑑賞、健康づくりなどのために、県営大仏山公園等との

一体的な利用が可能となるよう整備した散策路について、利用が促進される

よう適切な維持管理を行います。 

 

 

 

（２）取組方針３にかかる県の関係計画※の目標値 

（※「みえ元気プラン」及び県担当部署の基本計画等） 

指  標 現状値 目標値 

海岸漂着物対策等の水環境の保全活動に参加した県民の数 
23,252人 

（4年度） 

24,000人 

（8年度） 

環境教育・環境学習講座等の受講者数（累計） 
30,493人 

（4年度） 

75,000人 

（8年度） 

森林公園や長距離自然歩道等の自然体験施設の利用者数（累計） 
1,052千人 

（3年度） 

1,254千人 

（7年度） 

地域に密着した森林環境教育・木育指導者数 
182人・団体 

（4年度） 

300人・団体 

（10年度） 

※現状値は、「みえ元気プラン」等の最新の実績数値 
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行政の施策一覧表 

 

 

具体的な取組 関係部署 掲載頁 

【取組方針１ 生物多様性の保全】 

 （１－１ 希少野生生物の保全） 

野生生物の保護啓発 みどり共生推進課 P19 

希少生物の指定と保全活動 みどり共生推進課 P19 

県天然記念物の指定と保全活動 社会教育・文化財保護課 P19 

的確な情報提供とアドバイス 総合博物館 P19 

 （１－２ 自然環境保全地域等の重要地域の保全） 

自然公園区域と自然環境保全地域での生態系維持回復事業の実施 みどり共生推進課 P20 

自然公園区域と自然環境保全地域の保全 みどり共生推進課 P20 

ゾーニングによる地域保全 みどり共生推進課 P20 

 （１－３ 普通種を含む身近な自然環境の保全） 

保護地域以外の保全・管理の推進 みどり共生推進課 P20 

宮川浄化センターの生息地の維持管理 下水道事業課 P21 

道路空間におけるグリーン化の推進 
都市政策課、道路管理課、 

道路建設課、道路企画課 
P21 

 （１－４ 外来種による被害防止） 

外来種対策の普及啓発と防除 みどり共生推進課 P21 

自然公園区域内の外来種対策 みどり共生推進課 P21 

ため池における外来種の駆除活動 農業基盤整備課 P21 

外来種に対する的確な情報提供とアドバイス 総合博物館、林業研究所 P21 

内水面漁業の特定外来生物対策 水産資源管理課 P22 

 （１－５ 環境汚染による自然環境への影響の削減） 

浄化槽の適正な維持管理の促進 大気・水環境課 P22 

生活排水処理施設の整備促進 大気・水環境課、下水道事業課 P22 

生物指標を用いた水質判定の普及啓発 大気・水環境課 P22 

伊勢湾の水質保全のための広域的な取組 
政策提言・広域連携課、 

大気・水環境課 
P22 

下水道終末処理施設の適正管理 下水道経営課 P23 

有害赤潮の予察技術の開発 水産研究所 P23 

畜産環境問題の発生防止 畜産課 P23 

きれいで豊かな海の再生 大気・水環境課 P23 

大気・水環境等の保全 大気・水環境課 P23 

海洋プラスチック対策の推進 資源循環推進課 P23 

 （１－６ 気候変動の緩和・適応） 

地球温暖化対策の推進 地球温暖化対策課 P24 

地球温暖化対策の普及啓発 地球温暖化対策課 P24 

森林整備による CO2吸収源対策の強化 森林・林業経営課 P24 
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行政の施策一覧表 

具体的な取組 関係部署 掲載頁 

【取組方針２ 適正な自然の活用】 

 （２－１ 農山漁村の活性化） 

人や産業が元気な農山漁村づくり 農山漁村づくり課 P26 

森林・林業及び地域を担う人材の確保・育成 森林・林業経営課 P26 

農業の担い手の確保・育成 担い手支援課 P26 

水産業の担い手の確保・育成 水産振興課 P27 

 （２－２ 農山漁村の持つ多面的機能の維持・再生） 

森林資源の循環利用による多面的機能の維持・増進 森林・林業経営課 P27 

水田生態系の保全 
農業基盤整備課 

農山漁村づくり課 
P27 

水産業及び漁村の多面的機能の維持・発揮 水産基盤整備課 P27 

森林整備の推進による公益的機能の確保 森林・林業経営課 P27 

災害に強い森林づくりとその効果検証 治山林道課、林業研究所 P28 

農業及び農村の多面的機能の発揮 農山漁村づくり課 P28 

環境保全型農業の推進 農産物安全・流通課 P28 

 （２－３ 野生鳥獣害に強い農山村づくりの推進） 

野生獣の利活用の推進 フードイノベーション課 P28 

集落住民の機運醸成と体制づくり 獣害対策課 P29 

新しい捕獲技術の普及 獣害対策課 P29 

野生鳥獣の被害対策と生息数管理の推進 獣害対策課 P29 

病害虫発生予察・防除対策 
治山林道課、林業研究所、 

病害虫防除所、 
P29 

農林業における獣害防止に向けた捕獲技術の実証研究 林業研究所 P29 

農作物被害を軽減するための獣害対策技術の開発 農業研究所 P29 

 （２－４ 自然地での開発行為による影響の低減） 

環境影響評価の実施 地球温暖化対策課 P29 

自然地の開発を対象とした指導 みどり共生推進課 P30 

 （２－５ 生態系に配慮した公共事業） 

道路整備における生物多様性保全への配慮 
都市政策課、道路管理課、 

道路建設課、道路企画課 
P30 

海岸における生物多様性の保全 
港湾・海岸課、水産基盤整備課、 

農業基盤整備課 
P30 

生物に配慮した河川の整備・維持管理 河川課 P30 

森林土木工事における希少生物の保全 治山林道課 P31 

農業農村整備事業における工事施工前後の生態系評価 農業基盤整備課 P31 
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行政の施策一覧表 

具体的な取組 関係部署 掲載頁 

【取組方針３ 保全と活用のための環境づくり】 

 （３－１ 自然環境保全活動の連携促進） 

ＮＰＯ・市民活動の推進・市民活動の場や交流の機会の提供 ダイバーシティ社会推進課 P32 

里地里山保全活動の推進 みどり共生推進課 P32 

みえ生物多様性パートナーシップ協定による保全活動支援 みどり共生推進課 P32 

企業・県民の森林づくり活動への参画促進 みどり共生推進課 P32 

環境保全活動の広域ネットワーク化と海岸漂着物対策 大気・水環境課 P32 

 （３－２ 生物多様性の理解促進） 

生物多様性の重要性の普及啓発 みどり共生推進課 P33 

総合博物館を活用した環境教育・環境学習 総合博物館 P33 

学校における環境保全活動・環境教育の取組 小中学校教育課、高校教育課 P33 

 （３－３ 生物多様性に関する人材育成と基盤整備） 

森林教育の効果的な推進 林業研究所 P33 

体験を通じた環境教育・環境学習の取組 地球温暖化対策課 P34 

野生生物の基礎調査 みどり共生推進課 P34 

レッドデータブックの整備と活用 みどり共生推進課 P34 

みえ生物多様性ネットワークの形成 みどり共生推進課 P34 

 （３－４ 人と自然とのふれあいの場の確保） 

自然公園・長距離自然歩道の施設整備 みどり共生推進課 P34 

自然とのふれあいの場と機会の提供 みどり共生推進課 P34 

都市公園の活用 都市政策課 P34 

川とふれあえる場の維持・形成 河川課 P35 

エコツーリズムの推進 みどり共生推進課 P35 

自然体験コンテンツ等の推進 観光振興課 P35 

大仏山地域散策路の維持管理 水資源・地域プロジェクト課 P35 

  



39 

 

第４節 各主体に期待される役割 

１．「取組方針１ 生物多様性の保全」において実践できること 

（１）事業者の取組 

〇事業活動が生物多様性に及ぼす影響を把握し、ＣＳＲ（企業の社会的責任）、

または「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の目標達成に向けた取組として、

生物多様性に配慮した事業活動 

〇生物多様性に配慮した工場緑化やビオトープ整備 

〇適正に保全・管理されている工場緑地や社有林等の区域について、自然共生

サイトへの認定を検討 

〇事業所敷地には郷土種等、在来植物による植樹・緑化 

〇外来種の持ち込み、他地域からの生物の放流・移植、ペット等の動物の遺棄

を行わない行動 

〇事業所敷地内に侵入した外来種の自主的な駆除 

〇ごみの減量やリサイクルに努めるとともに、適正な処理 

〇電気、空調、照明等の使用状況を見直し、エネルギーの効率的な使用 

〇カーボンニュートラルへの取組推進 

 

（２）県民の取組  

〇野生生物保護啓発ポスターコンクール等への参加による、野生生物への保護

意識の向上 

〇希少野生生物の捕獲や採取を行わないなど、保全意識の向上 

〇地域の希少種や天然記念物を保全する活動への参加 

〇外来生物による生態系への影響を理解し、飼っているペット等を野外に放さ

ない等、責任をもった適正な飼育 

〇住宅敷地内に侵入した外来種について、可能な範囲での駆除 

〇在来種の庭木植栽 

〇節電、節水による省エネルギー行動 

〇化石燃料の節減に向けた徒歩や自転車利用による移動 

〇生活排水の水質保全対策に向けた、下水道への接続や単独処理浄化槽から合

併処理浄化槽への付替え、及び維持管理の徹底 

〇生活排水の水質保全対策に向けた、洗剤等の適量使用及び余った薬品や油の

適正処理 

〇ごみの減量やリサイクルに努めるとともに、不法投棄の禁止 

 

（３）ＮＰＯ等民間活動団体の取組 

〇希少野生生物等の生息生育地における自主的な保全活動 

〇県内の国定公園や自然環境保全地域内の生態系の回復の必要がある地域に

おける、県が行う生態系維持回復事業への積極的な参加 

〇外来種から地域の在来種を保全するための活動 
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（４）教育・研究機関、専門家の取組 

〇科学的かつ客観的な自然環境データの収集と情報の提供 

〇ＮＰＯ、事業者等の様々な主体との連携・協働による保全活動への協力 

 

 

２．「取組方針２ 適正な自然の活用」において実践できること 

（１）事業者の取組 

〇森林の有する多面的機能の持続的な発揮に向けた、針広混交林化・長伐期化

等の多様な森林を整備し、適時の伐採、造林及び保育の実施による適切な森林

の経営管理の実施 

〇生物多様性の保全、良好な景観の形成など農業の有する多面的機能の持続的

な発揮に向けた、適切な農業生産活動の実施 

〇化学肥料・農薬の使用を極力おさえ、自然生態系の活力を可能な限り生かし

た、人と環境に配慮した農業 

〇有機栽培された農産物等の積極的な栽培・販売・購入 

〇水産資源の管理や回復、漁礁や藻場の造成による生息環境の改善 

〇人と野生鳥獣との間の緩衝地帯の確保のため、下刈りや間伐の実施等、適正

な森林管理 

〇生物多様性に配慮した製品（エコラベル適合製品等）やサービスの積極的な

選択・供給 

〇エコアクション 21 、ＩＳＯ14001やＭ－ＥＭＳ の認証取得 

〇開発事業を行う際には希少種についての調査、保全対策の実施 

〇開発にあたっては、生物多様性への影響を最大限回避・低減するための、残

存緑地の確保や造成緑地の適切な設置 

 

（２）県民の取組 

〇地域の農林水産業への支援のため、積極的な地産地消行動 

〇有機栽培された農産物等の積極的な購入 

〇木製品の購入など、暮らしの中に自然の恵みを取り入れる 

〇人と鳥獣との適切な関係の理解促進、鳥獣の保護・管理への協力 

〇野生鳥獣による被害防止のため、防護柵の設置や餌となるものを放置しない

生活行動 

〇人と野生鳥獣との間の緩衝地帯の確保のため、下刈りや間伐の実施等、適正

な森林管理 

〇狩猟免許の取得及び狩猟者登録を行うなど、野生鳥獣の個体数管理への協力 

〇野生獣の利活用推進のため、捕獲された獣肉の購入による流通促進への協力 

〇トレーサビリティの明確な環境配慮商品や生物多様性に配慮した製品（エコ

ラベル適合製品等）の購入、サービスの選択 
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（３）ＮＰＯ等民間活動団体の取組 

〇地域の伝統・文化、自然や生きものと人間の共存の大切さを見つけるプログ

ラムの創設・実施 

〇生物多様性に配慮した生産活動を行う生産者と、そのような製品・サービス

を購入・選択する県民との仲介 

 

（４）教育・研究機関、専門家の取組 

〇科学的かつ客観的な自然環境データの収集と情報の提供 

〇ＮＰＯ、事業者等の様々な主体との連携・協働による保全活動への協力 

 

３．「取組方針３ 保全と活用のための環境づくり」において実践できること 

（１）事業者の取組 

〇研究機関やＮＰＯ等民間活動団体との連携促進 

〇社会貢献活動としての清掃活動等の環境保全活動や里地里山保全活動、生物

多様性保全に資する活動等への参画、ＮＰＯ等民間活動団体に対する支援 

〇エコツアーの企画・運営における、自然環境や生きものへの十分な配慮 

〇生物多様性の保全と持続可能な利用にかかる理解促進のための、情報収集、

研修会への参加 

 

（２）県民の取組 

〇生物多様性に関する保全活動や環境フェア等のイベントへの積極的な参加

による、自然環境や生物多様性保全に関する意識の向上促進 

〇環境保全活動や里地里山保全活動、エコツアー（エコツーリズム・グリーン

ツーリズム）等への積極的な参加、自然環境や生物多様性の保全、農山漁村地

域の産業や生活、文化に関する知識と理解の向上 

〇長距離自然歩道や森林公園等の自然とのふれあい施設の活用 

〇ＮＰＯや行政等が実施する調査活動への協力 

 

（３）ＮＰＯ等民間活動団体の取組 

〇専門的な知見や経験を生かした企業や教育機関等の取組への支援、及び自然

環境調査等への協力。 

〇生物多様性を保全するための活動の実践、及び広く県民の参加を受け入れる

プログラムの創設。 

〇事業者や教育機関等が行う環境学習や取組への支援 

 

（４）教育・研究機関、専門家の取組 

〇事業者や教育機関等が行う環境学習や取組への支援 

〇ＮＰＯや行政等と連携した、科学的かつ客観的な自然環境データの収集や情

報の提供・共有の促進  
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第５節 地域空間別取組 

本章では、野生生物が生息・生育する様々な環境がつながる生態系の連続性・

一体性（生態系ネットワーク）の形成を促進し、生物多様性の保全を更に進める

ため、森林や河川・湿地等の地域空間別に県民、事業者、行政が取り組むべき内

容を整理します。 

 

１．森林 

三重県は、県土面積の約 64％を森林が占める緑豊かな地域であり、森林は本

県の生態系ネットワークの根幹として重要な要素となっています。 

森林面積のうち、約 62％を占める人工林においては、成長段階に応じて間伐

などの森林整備を適切に行うとともに、伐採、更新を通じて多様な林齢の森林を

造成することは、生物多様性の保全及び持続可能な利用につながり、また、循環

型社会の形成、地球温暖化の防止、山村地域の活性化に役立ちます。 

森林の適切な整備・保全を促進し、様々なタイプの森林が配置されることや、

地域の自然的条件や地域のニーズに応じて、生態系ネットワークの形成上重要

な地域に森林が適切に配置されることが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

  

〇県産材の利用     〇木製品の利用 
〇里山保全活動への参画 〇自然観察会への参加 
〇山野草の乱獲防止    

〇生態系に配慮した事業活動の促進 
〇森林等における生物多様性保全活動への参画 
〇林業者による森林の適正な管理や針広混交林化 

森林の

整備・保全

担い手

確保

多面的機

能の維持
公共事業

人材育成

〇公益的機能の確保 
〇災害に強い森林づくり 
〇獣害に強い森林づくり 
〇地球温暖化の緩和 

〇森林管理の担い手育成 
〇持続可能な森林経営 
〇J-クレジットの活用 

〇森林教育の推進 
〇森づくり活動参画促進 
〇森づくり活動サポート 

〇工事前の生態調査 
〇森林土木工事での保全 
〇担当者向け学習会 

県 
民 

 参 
 画 

企 
業 
参 
 画 

 

 

 

行政の取組 

事業者の取組  

県民の取組 
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行政の取組 関係課 掲載頁 

【気候変動の適応・緩和】 

〇森林整備による CO2吸収源対策の強化 森林・林業経営課 P24 

【農山漁村の活性化】 

〇森林・林業及び地域を担う人材の確保・育成 森林・林業経営課 P26 

【農山漁村の持つ多面的機能の維持・再生】 

〇森林資源の循環利用による多面的機能の維持・増進 森林・林業経営課 P27 

〇森林整備の推進による公益的機能の確保 森林・林業経営課 P27 

〇災害に強い森林づくりとその効果検証 
治山林道課 

林業研究所 
P28 

【野生鳥獣害に強い農山村づくりの推進】 

〇野生鳥獣の被害対策と生息数管理の推進 獣害対策課 P29 

【生態系に配慮した公共事業】 

〇森林土木工事における希少生物の保全 治山林道課 P31 

【自然環境保全活動の連携促進】 

〇企業・県民の森林づくり活動への参画促進 みどり共生推進課 P32 

【生物多様性に関する人材育成と基盤整備】 

〇森林教育の効果的な推進 林業研究所 P33 
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２．田園地域・里地里山 

 居住地周辺に広がる里山林では、薪炭用材の伐採等を通じて地域住民に継続

的に利用されるなど、人の手が入ることにより作り出されてきた身近な自然環

境である田園地域・里地里山では、人間による働きかけの減少等により、従来、

身近に見られた生物種の減少が見られると共に、特定の鳥獣の生息域の拡大な

どにより、農林業への鳥獣被害が深刻になっています。このため、今後も農林業

等の人間活動により形成された自然環境の保全を通じて、生物多様性が保全さ

れ、県民への安定的な食料供給や生物多様性が豊かな自然環境を提供できるよ

う、生物多様性をより重視した農業生産及び田園地域・里地里山の整備・保全を

推進することが必要です。 

 

 

  
〇里地里山保全活動への参加 〇池干しへの参加 
〇地元産農林水産物の購入  〇旬の野菜を購入 
〇ジビエの積極消費 

〇生態系に配慮した事業活動の促進 
〇化学肥料・農薬の低減化 
〇適切な農業生産活動 

田園地域

里地里山

の保全

担い手

確保

多面的機

能の維持

環境汚染

防止

獣害対策

〇里地里山保全活動推進 
〇水田生態系の保全 
〇農村環境保全活動支援 

〇営農体制の多様化 

への支援 

〇人や産業が元気な 

農山漁村づくり 

〇新しい捕獲技術の普及 
〇捕獲体制の連携構築 

〇ジビエの普及促進 

〇環境保全型農業の推進 
〇畜産環境問題の 

発生防止 

県 
民 

 参 
 画 

企 
業 
参 
 画 

 

 

 

行政の取組 

事業者の取組  

県民の取組 
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行政の取組 関係課 掲載頁 

【外来種による被害防止】 

〇ため池における外来種の駆除活動 農業基盤整備課 P21 

【農山漁村の活性化】 

〇人や産業が元気な農山漁村づくり 農山漁村づくり課 P26 

〇農業の担い手の確保・育成 担い手支援課 P26 

【農山漁村の持つ多面的機能の維持・再生】 

〇水田生態系の保全 
農業基盤整備課 

農山漁村づくり課 
P27 

〇農業及び農村の多面的機能の発揮 農山漁村づくり課 P28 

〇環境保全型農業の推進 農産安全・流通課 P28 

【野生鳥獣害に強い農山村づくりの推進】 

〇野生獣の利活用の促進 
フードイノベー

ション課 
P28 

〇集落住民の機運醸成と体制づくり 獣害対策課 P29 

〇病害虫発生予察・防除対策 

病虫害防除所、 

林業研究所、 

治山林道課 

P29 

〇農作物被害を軽減するための獣害対策技術の開発 農業研究所 P29 

【生態系に配慮した公共事業】 

〇農業農村整備事業における工事施工前後の生態系評価 農業基盤整備課 P31 

【自然環境保全活動の連携促進】 

〇里地里山保全活動の推進 みどり共生推進課 P32 

【人と自然との触れ合いの場の確保】 

〇大仏山地域散策路の維持管理 
水資源・地域プロ

ジェクト課 
P35 
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３．都市部 

 都市部では、人間活動が集中することで、多様な生物が生息できる環境が少な

く、急速に減少している地域もあります。また、市街地には多くの人々が居住し、

経済活動の中心であることから、市街地での生物多様性の保全は、重要性が高ま

っており、積極的に取り組む必要があります。 

 さらに、都市部においては、地域の生態系に配慮しながら、緑化を推進し、面

的な緑の空間を確保するとともに、水と緑のネットワークの形成を促進し、連続

性のある生物の生息空間の確保を図る必要があります。 

都市部における生物多様性を保全するため、地域住民による緑化活動などの

様々な普及啓発活動や、都市開発の際に緑地を確保する取組等を通して、県民や

事業者等の意識の向上を図ることが重要です。 

 

 

  
〇環境学習への参加   〇グリーン購入 
〇ペットの終生飼養   〇省エネ生活 
〇ごみの減量化 

〇生態系に配慮した工場緑化  〇自然共生サイト認定 
〇外来生物の放出抑制 
〇省エネ推進・ごみの減量化 

都市部の

緑地の保全

緑地の

確保

温暖化

抑制
公共事業

環境教育

〇地球温暖化抑制の推進 

・普及啓発 

〇都市緑地の整備 

〇都市公園の活用 

〇自然とのふれあいの 

場の維持・形成 

〇自然共生サイトの 

モデル区域設定 

〇NPO/市民活動の推進 

〇環境教育の推進 

〇道路整備における 

生態系への配慮 
 

県 
民 

 参 
 画 

企 
業 
参 
 画 

 

 

 

行政の取組 

事業者の取組 

県民の取組 
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行政の取組 関係課 掲載頁 

【普通種を含む身近な自然環境の保全】 

〇道路空間におけるグリーン化の推進 

都市政策課、 

道路管理課、 

道路建設課、 

道路企画課 

P21 

【環境汚染による自然環境への影響の削減】 

〇大気・水環境等の保全 大気・水環境課 P23 

【気候変動の緩和・適応】 

〇地球温暖化対策の推進 地球温暖化対策課 P24 

〇地球温暖化対策の普及啓発 地球温暖化対策課 P24 

【生態系に配慮した公共事業】 

〇道路整備における生物多様性保全への配慮 

都市政策課、 

道路管理課、 

道路建設課、 

道路企画課 

P30 

【自然環境保全活動の連携促進】 

〇NPO・市民活動の推進・市民活動の場や交流の機会の提供 
ダイバーシティ

社会推進課 
P32 

【生物多様性の理解促進】 

〇学校における環境保全活動・環境教育の取組 
小中学校教育課、

高校教育課 
P33 

【人と自然とのふれあいの場の確保】 

自然とのふれあいの場と機会の提供 みどり共生推進課 P34 

都市公園の活用 都市政策課 P34 
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４．河川・湿地 

 三重県は、南北に細長く、鈴鹿山脈、布引山地、台高山地等海抜 1,000m 以上

の山が連なっています。これらの山々を水源とし、多くの河川や湿地が形成され

ています。河川・湿地は、多様な生物の生息環境として機能しているほか、森林

と都市、沿岸をつなぐ生態系ネットワークの基礎を形成する重要な環境です。 

 洪水等の自然災害から住民の生命・財産を保護する事業を進めるとともに生

態系に配慮した河川の整備や良好な水質を確保し、河川を活用した環境教育や

自然体験活動にも取り組む必要があります。 

 

 

 

  

〇生活排水の負荷低減  〇下水道・合併浄化槽への転換 
〇ペットの終生飼養   〇環境学習への参加 
〇節水の徹底 

〇工場排水処理設備の導入、適正な維持管理 
〇工場排水の負荷抑制 
〇河川等における生物多様性保全活動への参画 

 

河川・湿地

の保全

親水地

の確保

環境汚

染対策
公共事業

環境教育

〇生活排水対策 

〇工場排水の定期監視 

〇公共用水域調査 

〇川とふれあえる場の 

維持・形成 

〇NPO/市民活動の推進 

〇環境教育の推進 

〇水生生物調査 

〇生態系への配慮 
〇魚道の整備 

県 
民 

 参 
 画 

企 
業 
参 
 画 

 

 

 

行政の取組 

事業者の取組 

県民の取組 
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行政の取組 関係課 掲載頁 

【普通種を含む身近な自然環境の保全】 

〇宮川浄化センターの生息地の維持管理 下水道事業課 P21 

【外来種による被害防止】 

〇内水面漁業の特定外来生物対策 水産資源管理課 P22 

【環境汚染による自然環境への影響の削減】 

〇浄化槽の適正な維持管理の促進 大気・水環境課 P22 

〇生活排水処理施設の整備促進 
大気・水環境課、 

下水道事業課 
P22 

〇生物指標を用いた水質判定の普及啓発 大気・水環境課 P22 

〇畜産環境問題の発生防止 畜産課 P23 

〇大気・水環境等の保全 大気・水環境課 P23 

【生態系に配慮した公共事業】 

〇生物に配慮した河川の整備・維持管理 河川課 P30 

【自然環境保全活動の連携促進】 

〇NPO・市民活動の推進・市民活動の場や交流の機会の提供 
ダイバーシティ

社会推進課 
P32 

【生物多様性の理解促進】 

〇学校における環境保全活動・環境教育の取組 
小中学校教育課、 

高校教育課 
P33 

【人と自然とのふれあいの場の確保】 

〇川とふれあえる場の維持・形成 河川課 P35 
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５．沿岸・海洋域 

 三重県の海岸線の延長は約 1,088 ㎞と全国で８位の長さを誇っており、伊勢

湾のような遠浅の沿岸や、熊野灘のようなリアス式海岸が発達した地形が存在

し、歴史的にも多様な風土・文化を育んできました。また、砂浜、干潟、潮溜ま

り、藻場など多様な生態系が形成されており、様々な生物の生息・生育場所とし

て重要な環境となっている他、外国との窓口となる港湾区域においては、外来生

物の陸域内における定着を防ぐ重要な場所となっています。 

 津波等の自然災害から住民の生命・財産を保護する事業を進めるとともに、水

産資源の重要な供給源のひとつである海洋域の環境を保全しつつ、人間活動に

より消失した干潟、藻場などの再生を行っていくことが重要です。 

 

 

 

 

 

  

〇生活排水の負荷低減  〇下水道・合併浄化槽への転換 
〇ペットの終生飼養   〇環境学習への参加 
〇節水の徹底 

〇工場排水処理設備の導入、適正な維持管理 
〇工場排水の負荷抑制 
〇沿岸等における生物多様性保全活動への参画 

 

沿岸・海洋

の保全

多面的機

能の維持

環境汚

染対策
公共事業

環境教育

〇生活排水対策 

〇工場排水の定期監視 

〇公共用水域調査 

○藻場・干潟・内水面 

生態系の回復 

〇NPO/市民活動の推進 

〇環境教育の推進 

〇水生生物調査 

〇生態系への配慮 

県 
民 

 参 
 画 

企 
業 
参 
 画 

 

 

 

行政の取組 

事業者の取組 

県民の取組 
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行政の取組 関係課 掲載頁 

【環境汚染による自然環境への影響の削減】 

〇伊勢湾の水質保全のための広域的な取組 
政策提言・広域連携課、 

大気・水環境課 
P22 

〇下水道終末処理施設の適正管理 下水道経営課 P23 

〇有害赤潮の予察技術の開発 水産研究所 P23 

〇きれいで豊かな海の再生 大気・水環境課 P23 

〇大気・水環境等の保全 大気・水環境課 P23 

〇海洋プラスチック対策の推進 資源循環推進課 P23 

【農山漁村の活性化】 

〇水産業の担い手の確保・育成 水産振興課 P27 

【農山漁村の持つ多面的機能の維持・再生】 

〇水産業及び漁村の多面的機能の維持・発揮 水産基盤整備課 P27 

【生態系に配慮した公共事業】 

〇海岸における生物多様性の保全 

港湾・海岸課、 

水産基盤整備課、 

農業基盤整備課 

P30 

【自然環境保全活動の連携促進】 

〇NPO・市民活動の推進・市民活動の場や交流の機会の提供 
ダイバーシティ

社会推進課 
P32 

〇環境保全活動の広域ネットワーク化と海岸漂着物対策 大気・水環境課 P32 

【生物多様性の理解促進】 

〇学校における環境保全活動・環境教育の取組 
小中学校教育課、 

高校教育課 
P33 
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第６節 生態系ネットワークの形成促進 

生物多様性を保全するためには、森林や里地里山、河川や湿地などの環境をそ

れぞれ独立的に保全するだけではなく、それらのつながりを意識し、生態系ネッ

トワークが形成されるよう保全する必要があります。生態系ネットワークの形

成を促進するためには、生物の重要な生息環境を核（コアエリア）として確保す

るとともに、核どうしを有機的につなぐ回廊（コリドー）を形成することが重要

です。また、コアエリア、コリドーと外部との相互影響を低減するための緩衝地

域（バッファーゾーン）を設けることが必要です。 

その考え方は種によって異なり、鳥類や飛翔できる昆虫類などは、必ずしも連

続した環境が必須というわけではありませんが、連続性が保たれないと、生息が

困難となる種も存在します。例えば、アユは魚道のない堰を遡上することはでき

ませんし、トノサマガエルは、垂直の水路壁をのぼることはできません。このよ

うに、隣接する生態系間を移動する生物の生態を踏まえたうえで、各々の生態系

の「つながり」を確保することが必要です。（図８） 

 

 

  

〇環境学習への参加   〇庭木の植樹、家庭菜園の実施 

〇身近な自然観察     

〇屋上緑化、屋上ビオトープの導入 〇自然共生サイトの取組 
〇適切な残存緑地を設定した開発  〇活動団体への支援 

生態系

ネットワーク

形成促進

湿地

河川

沿岸

海洋

都市

里地

里山

森林

県 
民 

 参 
 画 

企 
業 
参 
 画  

  

人材育成 

生態系配慮型事業 ゾーニング 

緑地計画 

県民の取組 

行政の取組 

事業者の取組 

図８ 生態系ネットワーク形成促進 
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 人間生活は、多くの部分で生態系サービスに依存しており、産業、観光、歴史・

文化、教育など、幅広い分野に関わりを持っています。これらの多くは、地域の

活力の源であり、その活性化や持続的な活用など、多くの地域で課題となってい

ます。このような、地域における課題の多くは、色々な分野に関連するため、そ

れらを横断した対策が必要となります。 

 

第１節 各主体の役割 

生物多様性の保全及び持続可能な利用に向けて、県民、事業者、ＮＰＯ等民間

団体、市町等の様々な主体が、生物多様性について理解を深め、連携・協働によ

り積極的に活動していくための取組を進めていきます。 

 

１．県民 

  生物多様性に関する保全活動や県民参加型の自然観察会等に積極的に参加

し、生物多様性に対する意識を高め、理解を深めるとともに、正しい知識を持

ち、それを広めることが期待されます。 

 

２．県 

  本プランにおける３つの取組方針及び各種施策に基づき、プランの目標達

成に向けて、県民、事業者、ＮＰＯ等民間団体、研究機関・専門家との連携・

協働により、また市町や国との調整や情報共有を図り、生物多様性の保全と持

続可能な利用に向けた取組を総合的かつ計画的に推進します。 

 

３．市町 

  県と連携して地域住民への生物多様性に関する理解促進を図るとともに、

自然環境保全団体等への支援等、地域の特性に応じた取組を推進します。 

 

４．事業者 

  事業者は、その活動を通じて国内外の生物多様性と深く関わり、また、製品

やサービスを通じて消費者である国民一人ひとりと生物多様性の関わりに多

大な影響を及ぼすなど、社会の一員として重要な役割を担っています。 

  また、社会・経済の基礎である自然資本の保全は、持続可能な社会を実現す

ることと密接不可分であり、国内外の多くの企業がＳＤＧｓで示された社会

課題をビジネスチャンスと捉え、経営戦略に取り込もうとする動きも始まっ

ています。 

第４章 みえ生物多様性推進プランの推進 
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①リスクへの対処 

これまでのように資源乱獲を続けると、原材料不足や調達コストの増大とな

って自社に跳ね返ってくる可能性もあります。また、生物多様性への悪影響の

顕在化による企業ブランドのイメージ低下につながる恐れがあります。 

②チャンスへの適応 

  積極的な取組による企業価値の向上や同業他社との差別化による競争力の

強化に加え、消費者や投資家へのアピール、自社従業員の満足度向上など、直

接的・間接的なメリットを享受できる可能性はこれまで以上に高まると考え

られます。 

 

５．ＮＰＯ等民間活動団体 

県内では、多くのＮＰＯ等民間活動団体が生物多様性の保全・再生活動に

取り組んでおり、その具体的な活動は、里山の保全、希少種の調査、体験型

の環境学習、河川清掃・森林整備、野鳥観察等多岐にわたっています。 

これらの自主的かつ地域特性に応じた保全・再生活動は、県内の生物多様

性保全の基盤となることから、今後も引き続き、地域のリーダーとして活動

状況の情報発信を進め、活動団体間の連携を深めるとともに、県民が広く参

加できる場の提供が求められています。 

①  希少野生生物の生息生育地の自主的な保全活動の実施 

② 専門的な知見や経験を有する指導者等の紹介を通じ、企業、教育機関や

自治会等の取組への助言・指導・支援 

③ 生物多様性を保全するための活動を実践するとともに、広く県民の参

加を受け入れる環境教育や観察会等のプログラム創設・提供 

④ 活動団体間の交流促進とネットワークづくりを進め、協働・連携して行

われる保全活動の活発化 

⑤ 多様化する地域からの要望を把握したきめ細やかな対応 

 

６．教育・研究機関、専門家 

  教育機関は、環境教育への積極的な取組や、地域住民等と連携した環境保全

活動の推進が期待されます。 

  研究機関、専門家は、生物多様性に関する調査・研究結果を公表することに

よる普及・啓発や、関係機関への助言・指導の役割が期待されます。 
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第２節 推進体制 

 ＮＰＯ等民間活動団体等の様々な主体と連携し、本プランを実行、評価してい

く推進体制を整備します。三重県自然環境保全審議会自然環境部会等と連携し

ながら、みえ生物多様性ネットワークの形成を促進し、目指すべき姿の達成に向

けて取り組みます。（図９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 推 進 体 制 

 

第３節 進行管理 

 施策の実施状況を確認するため、取組方針ごとに、県の戦略計画である「みえ

元気プラン」等から生物多様性に関する指標を抽出し、進捗状況を把握すること

とし、生物多様性を取り巻く社会情勢の変化に的確に対応し、効果的な施策展開

が図れるよう、必要に応じて計画の見直しを行います。 

  

（目指すべき姿） 

みんなが自然資本を守り、持続可能に活用する地域社会 

助 
言 三重県自然環境保全審議会自然環境部会 

みえ生物多様性保全 
ネットワーク 

教育・ 

研究機関 

専門家 

 

ＮＰＯ 

三重県 市・町 

県民 事業者 

・本プランに基づいた 
施策の推進 

 

・様々な主体の連携促進 
 など 

・自然観察会等への 
積極的な参加 
 

・地元の農林水産物 
の購入 など 

・関係機関への助言、 
指導 
 

・調査、研究の実施 
 など 

・県と連携した取組 
の推進 
 

・活動団体への支援 
 など 

・みえ生物多様性パート 
ナーシップ協定の締結 
 

・ＣＳＲ、社会貢献活動 
 など 

・自主的な保全活動 
の実施 

 
・自然観察会の開催 

 など 

助言
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第３期みえ生物多様性推進プラン「県の具体的な取組」実施状況 

 具体的な取組（担当課） 計画期間中の実施状況 今後の見通し 

取組方針１ 重要な自然環境や野生生物の保全 

① 希少野生生物の保全（取組方針１－１） 

  

  

●野生生物の保護啓発 
（みどり共生推進課） 

・小中高校生を対象とした「野生生物
保護啓発ポスターコンクール」を実
施し、児童生徒に野生生物に対する
保護意識の啓発を図るとともに、環
境関係イベントにおいて、パンフレ
ット等を配布するなど、野生生物の
保護意識の向上を促進します。 

 

 

毎年「野生生物保護啓発ポスターコンクー
ル」を開催し、児童・生徒がポスターの制作
を通じて人と野生のいきものが共生するこ
とについて考える機会とするとともに、環境
関係イベントで生きものクイズとパネルを
出展することで、野生生物の保護意識の向上
に努めました。 

【ポスターコンクール参加者】 

R2 年度：1,118 名、R3 年度：1,295 名、R4 年
度：1,291 名、R5 年度：1,343 名 
【パネル展クイズ参加者】 
R2 年度：62 名、R3 年度：40 名、R4 年度：
76 名、R5 年度：24 名 

 

 

引き続き、野生生物保護啓発ポス
ターコンクールを実施するととも
に、環境パネル展など環境関係イベ
ントに出展することで、野生生物の
保護意識の向上を促進します。また、
自然観察等イベントの際には生物多
様性グッズを配布し、普及啓発を行
います。 

●希少生物の指定と保全活動 
     （みどり共生推進課） 

・人為的な影響を強く受けている希少
種の保全について、適時、三重県指
定希少野生動植物種への指定を検
討するとともに、三重県生物多様性
保全アドバイザー等の専門家の協
力を得ながら、適正な保全を進めま
す。また、希少種保全を進めるうえ
で、活動団体等の民間活力を活用し
ながら取組を進めていきます。 

・淡水二枚貝の生息数の回復を図るた
め、専門家の助言を得ながら、外来
藻類の駆除活動等、新たな対策を実
施していきます。 

 

 

マイヅルテンナンショウをはじめ、地元の
保全団体や三重県生物多様性保全アドバイ
ザー等の専門家の協力を得ながら、22 種の調
査や保全活動を実施しました。 

 

 

・引き続き、適宜三重県生物多様性
保全アドバイザー等の専門家の協力
を得つつ、活動団体等の民間活力を
活用しながら、希少種保全の取組を
進めていきます。 

・祓川自然環境保全地域において希
少野生生物の生息数減少の原因究明
に向けた調査や保全活動を実施し、
適切な保護に努めます。 

  

●県天然記念物の指定と保全活動 
（社会教育・文化財保護課） 

・天然記念物が適切に保護されるよう
所有者等に対して、技術的・経済的
な支援に努めます。 

・保存活用計画に沿って適切に保護し
ていきます。 

 

県指定天然記念物に対しての現状変更許
可申請が令和２年４月以降 48 件あり、所有
者等から相談があった際には、その天然記念
物に与える影響が軽微になるように技術的
な支援を行いました。 

 

・今後もネコギギの生息地に配慮
し、より一層の保全に努めてもらえ
るように、しっかり協議を重ねてい
きます。 

・国指定天然記念物について、現状
変更許可申請があった場合に、影響
が軽微となるように申請者と協議
し、より一層の保護を図ります。 

 

  

●的確な情報提供とアドバイス 
（総合博物館） 

・レファレンスサービスや同定会を開
催し、利用者の相談に応じていきま
す。 
また、環境影響評価委員会について
も、必要に応じて参画し、意見等を
述べさせていただきます。 
 

 

新型コロナウイルス感染症の影響もあり、
同定会は令和４年度のみの開催となりまし
たが、レファレンスサービスは随時対応しま
した。 

【レファレンスサービス件数】 

R2 年度：204 件、R3 年度：260 件、R4 年度：
230 件、R5 年度（6 月時点）：44 件 

 

引き続き、レファレンスサービス
や同定会を開催し、利用者の相談に
応じていきます。 

 

  

●水産資源構成種の生息環境を保全 
（水産基盤整備課） 

・水産資源構成種の生息環境を保全・
創造していくため、藻場・干潟・浅
場の造成及び再生、底質改善などの
漁場環境の保全を進めます。 

 
 

 

水産資源構成種の生息環境の創造として、
四日市地先において 0.34ha の干潟を、熊野灘
沿岸域において 4.17ha の藻場を造成しまし
た。 

 

引き続き、水産資源構成種の生息
環境を保全・創造していくための取
り組みを進めます。 

巻末資料 
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 具体的な取組（担当課） 計画期間中の実施状況 今後の見通し 

② 自然環境保全地域等の重要地域の保全（取組方針１－２） 

  

●自然公園区域と自然環境保全地域
での生態系維持回復事業の実施 

（みどり共生推進課） 
・県内の国定公園や自然環境保全地域
内の生態系の回復の必要がある地
域においては、生態系維持回復事業
を継続して実施し、在来種の生息・
生育環境の保全に努め、地域の生態
系の維持回復を図ります。また、み
え生物多様性パートナーシップ協
定制度等を活用し、企業や市町、
NPO 団体等のサポートや県民のみ
なさんの参画を得ながら、人的支援
等に努めます。 

 

県内の国定公園や自然環境保全地域内の
生態系の回復の必要がある地域において、関
係機関や県民等の協力を得て、下記のとおり
調査や維持回復活動を実施しました。 

香肌峡県立自然公園では、富永生態系維持
回復事業計画に基づき、トチノキの樹勢回復
と次世代 実生の育成、当該地域の生態系の
維持又は回復を図るため、トチノキ及び当該
地の植生及び野生動植物の生育・生息状況の
変化について現地確認や移植樹のメンテナ
ンス（下刈り・網の補修）を行いました。 

鈴鹿国定公園内の藤原岳や御在所岳では、
鈴鹿生態系維持回復事業計画に基づき、清掃
活動や外来植物であるハルザキヤマガラシ
の駆除活動を実施しました。 

 

 

引き続き、生態系維持回復事業を
継続し、在来種の生息・生育環境の
保全に努め、地域の生態系の維持回
復を図ります。また、生物多様性保
全推進支援事業等の国庫補助事業の
活用やみえ生物多様性パートナーシ
ップ協定制度を活用し、企業や市町、
NPO 団体等のサポートや県民の参
画を得ながら、本活動に必要な予算
や人的支援等の確保に努めます。 

  

●自然公園区域の保全 
（みどり共生推進課） 

・三重県自然環境保全条例及び自然公
園法、三重県立自然公園条例に基づ
き、自然の風景地の保全を図るとと
もに、県民の保護、休養及び啓発に
資するとともに生物多様性の確保
を行っていきます。 

 

 

自然公園区域内における工作物の設置な
ど開発行為等にかかる指導等を行うことで、
地域資源の保全・活用に取り組みました。 

また、森林教育イベントを実施し、生物多
様性の確保への理解を深める一助としまし
た。 

 

今後も適切な指導等を行うこと
で、自然公園区域内における自然の
風景地の保全を図ることに努めま
す。 

  

●ゾーニングによる地域保全 
（みどり共生推進課） 

・希少野生動植物種の重要な生息場所
について、事業実施検討段階で一定
の配慮がなされるよう、ゾーニング
を行い、その内容について公開しま
す。 

 

 

ホットスポットみえの図示化、ヒメタイコ
ウチゾーニングマップ、サシバゾーニングマ
ップを作成し、県 HP にて公開しました。 

 

希少野生生物の重要な生息場所に
ついて、事業実施検討段階で一定の
配慮がなされるよう、ゾーニングを
行い、その内容について公開します。 

（ホットスポットみえの見直しと公
開 令和６年度） 

 

③ 自然地の開発行為による影響の低減（１－３） 

 

●環境影響評価の実施 
（地球温暖対策課） 

・一定規模以上の開発事業等について
は、三重県環境影響評価条例に基づ
き、事業者に対してあらかじめ調
査、予測、評価の実施を求めるとと
もに、住民等、知事、市町長などか
らの意見聴取、有識者による審議を
踏まえて、環境の保全に十分な配慮
がなされるよう事業に反映させま
す。 

・県が実施する開発事業については、
「三重県環境調整システム」に基づ
き、その事業に係る計画等を策定しよ
うとする段階から、環境保全に関する
審議・調整を行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・環境影響評価法及び三重県環境影響評価条
例に基づき、以下の図書について、事業者等
に対し知事意見を述べました。 

【R2～４年度の審議総件数】 
計画段階環境配慮書：４件、環境影響評価方
法書：７件、環境影響評価準備書：５件、簡
易的環境影響評価書：４件 
 
・三重県環境調整システム推進要綱に基づ
き、以下のとおり審議を行いました。 
【審議件数】 
R2 年度：３件、R3 年度：６件、R4 年度：８
件 

 

・引き続き、事業者が作成する環境
影響評価図書について、法・条例に
基づく手続き等の指導を行うととも
に、三重県環境影響評価委員会に諮
問し、その答申に基づき、環境の保
全の見地から知事意見を述べ、環境
の保全について適正な配慮がなされ
るよう取り組みます。 

 

・引き続き、県が実施する開発事業
等については、三重県環境調整シス
テムにより、計画等の策定段階から、
全庁的に環境への配慮や適切な対応
を調整します。 
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 具体的な取組（担当課） 計画期間中の実施状況 今後の見通し 

 

●公共事業を対象とした生物多様性
審査 

（みどり共生推進課） 
・「環境調整システム」において公共
事業担当課から提出される環境配慮
検討書について、生物多様性保全の観
点から審議し、必要に応じて三重県生
物多様性保全アドバイザーの派遣を
行い、助言を求めます。 
 

 

環境調整システムにて 17事業の審議を行い、
13 事業に対して生物多様性保全に関する意
見を提出して環境配慮を求めました。 

 

引き続き、「環境調整システム」に
おいて公共事業担当課から提出され
る環境配慮検討書について、生物多
様性保全の観点から審議し、必要に
応じて三重県生物多様性保全アドバ
イザーの派遣を行い、助言を求めま
す。 

 

●自然地の開発を対象とした指導 
（みどり共生推進課） 

・開発行為届出に対し、希少野生動植
物種の生息に支障を及ぼすおそれが
ある事業に対しては、条例に基づく勧
告等、必要な措置を行います。 
・希少野生動植物種の重要な生息地情
報をまとめ、その地域において開発行
為を行う場合について、事業者に対
し、より詳細な生物調査を求めます。 
 

 

・自然環境保全条例に基づく開発行為（変更）
届出を 125 件受理し、希少種の保護や緑化に
関する審査を行いました。 
・既存の野生生物データベースの改修及び生
息情報の追加を行いデータの精度を高める
とともに、これを事業者指導に活用しまし
た。 

 

野生生物データベースの活用や専門
家の助言のもと、開発行為届出の審
査を行い、希少野生動植物種の生息
に支障を及ぼすおそれがある事業に
対しては、条例に基づく勧告等、必
要な措置を行います。 

取組方針２ 豊かな里地・里山・里海の保全と利用 

① 農林水産業における担い手の確保（取組方針２－１） 

 

●人や産業が元気な農山漁村づくり
（グリーン・ツーリズム） 

（農山漁村づくり課） 
（担い手支援課） 

・農山漁村地域の農林水産物をはじめ
自然、文化、人等の豊かな資源を生か
した、農家レストラン・農林漁業体験
民宿・農林漁業体験・直売所などの経
済活動取組の拡大を推進し、都市や企
業等との交流を促進し農山漁村の活
力の向上を図ります。 

 

過疎化や高齢化が進んでいる農山漁村地域
の活性化を図るため、農産物をはじめ、景観
や文化など地域が有する豊かな資源を生かし
た都市住民との交流や、新商品の開発・販売、
農家レストランや農家民宿の開業など農山漁
村の資源を活用したビジネスの取組への支援
を実施しました。 

【取組数】 
R2 年度：16 団体、R3 年度：15 団体、R4 年
度：15 団体 

(農山漁村づくり課)(担い手支援課) 

 

 

農山漁村地域における多彩な地域
資源を生かした農林漁業体験民宿や
農家レストラン、直売施設の立ち上
げ、新商品の開発・販売等、所得・雇
用機会の確保につながる取組を引き
続き支援します。 

（農山漁村づくり課） 

（担い手支援課） 

 

●県産材の利用促進 
（森林・林業経営課） 

・県産材の需要拡大に向け、地域の工
務店や建築士等へ「三重の木」等県産
材による住宅建築を働きかけるととも
に、地域材によるサプライチェーンの
構築をめざし、製材所等とのマッチン
グを進めます。また、県内の公共建築
物等における県産材の利用を促進する
ため、中大規模の木造設計を行える建
築士の養成や、県や市町の営繕担当者
等を対象とした研修会等の開催など、
非住宅分野における担い手の確保に取
り組みます。 

 

「三重の木」認証事業者、素材生産事業者、
建築士等と連携して、建築相談会や住宅の構
造見学会、木工教室等の消費者の木づかいを
推進する PR イベントを開催するとともに、
県内の住宅及び非住宅に県産材を目に見える
形で活用した、優良な建築物に関わった者を
表彰するみえの木建築コンクールを開催し、
その事例を広く県民に PR することで、建築
物における「三重の木」等県産材の利用促進
を図りました。 

また、令和２～３年度に県内の林業・木材・
建築関係事業者等により設立された三重県木
材サプライチェーンマネジメント推進フォー
ラムに参加し、マーケットインの考え方に基
づく供給体制の構築に取り組みました。 

さらに、県内の建築士や県・市町の営繕担当
者等を対象に、三重県中大規模木造建築設計
セミナーを開催し、中大規模の木造非住宅の
設計、提案等ができる技術者の育成に取り組
みました。 

 
県産材の需要拡大に向けて、住宅分野にお

いては、「三重の木」認証事業者、素材生産事

業者、建築士等と連携して、消費者の木づか

いを推進するPRイベントを開催するととも

に、県産材を目に見える形で活用した、優良

な建築物に関わった者を表彰するみえの木

建築コンクールを開催し県産材の優良な使

用事例のPRに取り組みます。 

非住宅分野においては、県内の建築士や建

築施工事業者、県・市町の営繕担当者等を対

象に中大規模建築物の木造設計に必要な知

識・技術を習得するための研修会を開催し、

技術者の育成に取り組みます。 

また、建築物以外の分野においては、県民

が暮らしに取り入れたいと思う魅力ある新

たな県産木製品を募集、選定するコンテスト

を開催し、身近に県産木製品に触れることが

できる機会の創出に取り組むとともに、県産

材を積極的かつ計画的に使用することを宣

言した事業者を登録する『三重県「木づかい

宣言」事業者登録制度』の推進に取り組みま

す。 
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 具体的な取組（担当課） 計画期間中の実施状況 今後の見通し 

 

●森林・林業及び地域を担う人材の確
保・育成 

（森林・林業経営課） 
・林業への新規就業者や地域における
多様な担い手を確保するため、県内
や首都圏等で開催される就業・就職
フェア等に出展し、情報発信や相談
対応を行うほか、県内の高校生を対
象とした林業職場体験研修や、自伐
型林業に取り組むグループ等に対す
る技術研修などを実施します。 

・「みえ森林・林業アカデミー」におい
て、既就業者を対象とした３つの基
本コース（ディレクター育成、マネ
ージャー育成、プレーヤー育成）の
ほか、林業体験講座や各種選択講座
等を実施し、生物多様性の保全にも
配慮した森林の適切な管理や林業・
木材産業の競争力強化に資する高い
スキルを持った人材、地域を担う新
たな視点、多様な経営感覚を持った
人材の育成に努めます。 

 
 

 

・林業の新規就業者の確保を図るため、「三重
県農林漁業就業・就職フェア」や首都圏等に
おける「森林の仕事ガイダンス」において、
林業就業希望者に対して相談対応を行いまし
た。また、県立高等学校において、林業事業
体での林業職場体験研修を開催（令和２～４
年度：延べ 11 校）しました。 

・「みえ森林・林業アカデミー」において各種
講座を実施し、林業人材の育成を行いました。 

【受講者数】 

R2 年度：基本コース 28 名、市町職員講座９
名、選択講座 152 名、林業体験講座８名、公
開講座 87 名  R3 年度：基本コース 30 名、
市町職員講座 13 名、選択講座 181 名、林業
体験講座 10 名、公開講座 115 名  R4 年度：
基本コース 30 名、市町職員講座 13 名、選択
講座 149 名、林業体験講座６名、公開講座 33
名 

 

・引き続き、林業への新規就業者や地
域における多様な担い手を確保する
ため、県内の林業へ就業を希望する
者を対象とした林業就業支援研修や
インターンシップの実施や、県が開
催する移住相談会や首都圏等で開催
される就職相談会等への出展、三重
の林業を PR するためのセミナーの
開催のほか、県内の高校生を対象と
した就業相談会の開催や林業職場体
験研修等に取組んでいきます。 
・令和５年４月に完成したみえ森林・林
業アカデミー新校舎を活用し、ICT など
にも精通した次代を担う林業人材の育成
を進めるとともに、新校舎を木造建築物
の教材としても活用していきます。また、
（公社）みえ林業総合支援機構と連携し
た人材の育成や、建築士や建築学科等の
高校生等を対象とした中大規模建築や非
住宅等の木造提案を行える建築人材の育
成研修を実施するなど、みえ森林・林業
アカデミーの講座がより魅力的なものと
なるよう、引き続きカリキュラムのブラ
ッシュアップを図っていきます。加えて、
アカデミー修了生がプロジェクト活動を
実践していくために必要な支援等に取り
組んでいきます。 
 

② 農山漁村の持つ多面的機能の維持・再生（取組方針２－２） 

 

●緑の循環の推進による持続可能な森
林経営の実現   

（森林・林業経営課） 
・県内の森林資源は充実し、利用期を
迎えています。森林資源を有効に活
用し、「植え、育て、収穫し、また植
える」緑の循環を進めるため、確実
な再造林の実施と一体的に行う獣害
防止柵の設置を支援するなど、持続
可能な林業生産活動を促進します。 

 
・国民の３割が花粉症に罹患している
と言われており、花粉発生源対策を推
進するため、利用期を迎えた森林の伐
採とともに、無花粉・少花粉スギ・ヒ
ノキ等への転換を進める必要がありま
す。こうした花粉症対策苗木の増産、
安定供給に向けた取組を進めます。 

 

・持続可能な林業生産活動を推進するため
に、再造林および獣害防護柵の設置に対して
支援を行いました。 

【支援した再造林の面積及び防護柵の延長】 

R2 年度：72.95ha・23,109ｍ 
R3 年度：48.83ha・19,124ｍ 
R4 年度：40.68ha・26,946ｍ 

 

・花粉発生源対策を推進するため、花粉の少
ない苗木への植替えを進めました。また、花
粉の少ない苗木の生産に向けて採種園の整備
や種苗生産事業者への講習行いました。 

【花粉の少ない苗木への植替え面積】 

R2 年度：0.70ha 
R3 年度：6.03ha 
R4 年度：4.70ha 
現在、県の採種園で採取された種子から

274,000 本の花粉の少ない苗木が生産されて
おり、県内で生産している苗木の 59％を占め
ています。 

 

 

・森林の循環利用「伐って、使って、
植えて、育てる」を推進し、多様な森
林づくりを進めるため、充実した森
林資源を利用するための主伐を促進
させるとともに、伐採後の確実な再
造林が行われるよう引き続き支援し
ます。 

 

・再造林をより加速させるため、造林
コストの低減に寄与する成長の早い
苗木の植栽を進める必要がありま
す。また、生物多様性の一部である森
林から人間への影響を勘案すると、
国民の４割が罹患していると言われ
ている花粉症の対策のために、植栽
する苗木には花粉の発生が少ないこ
とも求められます。このことから、こ
れまで以上に成長が早く花粉が少な
い苗木の増産、安定供給に取り組み
ます。 
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 具体的な取組（担当課） 計画期間中の実施状況 今後の見通し 

  ●水田生態系の保全 
        （農業基盤整備課） 

（農山漁村づくり課） 
・必要に応じて水田地域における魚類等の生
物多様性の保全活動について支援していき
ます。 

 

多面的機能支払交付金事業により、水田地
域における活動組織が行う生物多様性の保全
活動を支援しました。組織の具体的な活動内
容は、生物の生育状況の把握（延べ 172 組織）、
外来種の駆除（延べ 42 組織）、生態系保全（延
べ 107 組織）でした。 

（農業基盤整備課） 
（農山漁村づくり課） 

 

 

引き続き、農村地域の活動組
織による生物多様性の保全活
動について支援していきます。 

（農業基盤整備課） 
（農山漁村づくり課） 

 
 

 

 

●沿岸漁場の生態系の回復  
（水産基盤整備課） 

・水産資源を持続的に利用し、安定的に提供
するため、魚礁などの整備を進めます。 

 

 

計画期間中、里海の保全と利用に該当する
魚礁整備は実施しておりません。 

 

 

引き続き、水産資源を持続的
に利用し、安定的に提供するた
め、魚礁などの整備を進めま
す。 

 

●森林整備の推進による公益的機能の確保 
（森林・林業経営課） 

（治山林道課） 
・森林の多面的機能を高度に発揮し、持続可
能な森林づくりを行うため、森林ゾーニン
グに応じた適正な森林管理を行うととも
に、樹種や林分構造が多様な「構造の豊か
な森林づくり」を進めます。 

・適切な森林管理を推進するため、森林資源
情報の効果的な把握と活用に努めるととも
に、新たな森林経営管理制度を活用した計
画的な森林整備を促進します。 

・災害に強い森林づくりを一層進めるため、
みえ森と緑の県民税を活用した災害緩衝林
整備や流域防災機能の強化を図るための森
林整備を進めます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・人工林のうち公益的機能の発揮に配慮しつ
つ、木材の持続的な生産を行う森林を「生産
林」、水源涵養や土砂流出防止、二酸化炭素の
吸収、生物多様性の保全といった公益的機能
の発揮を期待する森林を「環境林」と位置づ
け、植栽や間伐の森林整備を進めました。 
【生産林での植栽・間伐、環境林での間伐の
面積】 
R2 年度：74.06ha・1,729.90ha、1,148.48ha 
R3 年度：49.75ha・1,985.53ha、1,495.27ha 
R4 年度：41.95ha・2,385.11ha、1,057.05ha 
 
・航空レーザ測量により取得した情報や解析
データ等の詳細な森林資源情報、精度の高い
３次元地形データを森林クラウドで共有す
るなど、市町の森林管理を支援しました。（令
和４年度末時点：14 市町で約 1,871 ㎢整備） 
・新たな森林経営管理制度に基づき市町が行
う森林整備事業の推進を支援するため、みえ
森林管理支援センターにアドバイザーを配
置し、研修会開催や相談対応、巡回指導等を
行いました。その結果、令和４年度末までに
20 市町が森林所有者に対する意向調査を実
施し、このうち９市町が経営管理権集積計画
を作成、さらにこのうち８市町が市町村森林
経営管理事業を実施しました。 

（森林・林業経営課） 
 
・災害に強い森林づくりに向け、「みえ森と緑
の県民税」を活用し、流木となるおそれのあ
る渓流沿いの樹木の伐採・搬出等による災害
緩衝林の整備を実施しました。 
【実施箇所数】  
R2 年度：30 箇所、R3 年度：30 箇所、R4 年
度：32 箇所 

（治山林道課） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
・引き続き、森林ゾーニングに
応じた適正な森林管理を進め
ます。 
・今後も、森林資源情報を効果
的に活用しながら、森林経営
管理制度に基づき適切な森林
管理を推進します。 

（森林・林業経営課） 
・ 災害に強い森林づくりのた
め、引き続き、事業を実施した
効果について、林業研究所に
よる調査・研究をもとに検証
するとともに、事業の必要性
を県民に PR する必要があり
ます。 
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 具体的な取組（担当課） 計画期間中の実施状況 今後の見通し 

 ●災害に強い森林づくりの効果検証 
 （林業研究所） 

・森林が有する流木・土砂災害防止機能を高
めるため、県が進めている「災害に強い森林
づくり推進事業」の効果検証に継続して取り
組みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
みえ森と緑の県民税で実施する災害緩衝

林整備事業において、以下のとおり調査を行
うことで事業効果を科学的に検証しました。 
・樹木根系による斜面安定効果調査を行った
ところ、調整伐後の樹木根系発達による斜面
安定向上効果が明らかになりました。 
・ドローンを用いた空撮画像の解析により、
事業実施箇所の森林状況の変化を把握しま
した。 
・整備森林における危険木発生状況調査を行
い、事業により危険木を除去した渓流におけ
る事業実施後の倒流木等の発生状況が明ら
かになりました。 
なお、試験により得られた成果は、学会等

で発表するとともに、学術誌や普及誌等で随
時公表し成果の普及に努めました。 

 

 

引き続き、災害に強い森林
づくり推進事業の効果検証を
継続して取り組みます。 

 ●農業及び農村の多面的機能の発揮 
 （農山漁村づくり課） 

・国土の保全、水源かん養、良好な景観形成
など、農業及び農村の有する多面的機能を
維持・発揮させるため、地域で取り組む農
地、農業用水路、農道等の地域資源の維持
保全活動、農村環境保全活動（生態系保全、
水質保全、景観形成など）を支援します。 

・農業生産条件の不利な中山間地域等におい
て、農業生産活動の継続を通して多面的機
能の維持・発揮のための活動を支援します。 

 
 
 
 
 
 
 

 
・農業および農村の多面的機能の維持・発揮
に向け、国の交付金を活用し、多様な主体の
参画による、農地・農業用施設の保全活動、
農業体験活動、生態系の保全、景観形成など
の地域活動の支援を行い、農村地域を支えて
いく取組活動組織の認定農用地面積が拡大
しました。 
【認定農用地面積】 

R2 年度：745 組織 29,207ha 
R3 年度：755 組織 29,576ha 
R4 年度：769 組織 29,999ha 

・農業生産条件が不利な中山間地域等におけ
る農業および農村の多面的機能の維持・発揮
に向け、国の交付金を活用し、農業生産や共
同活動の支援を行い、活動を続ける集落協定
を締結した面積が拡大しました。 
【協定締結面積】 

R2 年度：220 集落 1,950ha 
R3 年度：227 集落 2,093ha 
R4 年度：229 集落 2,161ha 

 

 
・農村における地域資源の維
持・保全活動や中山間地域等
における農業生産活動の継続
に向け、地域内外の学校や企
業といったさまざまな主体の
参画を促すとともに、引き続
き、活動に取り組む集落を支
援します。 
 
♦令和 11 年度までの目標 
多面的機能支払制度を活用す
る組織が取り組む区域：毎年
度 300ha 増 
中山間地域等直接支払制度を
活用する協定集落が取り組む
区域：毎年度 17ha 増 
 

③自然環境保全活動の連携促進（取組方針２－３） 
 ●NPO・市民活動の推進・市民活動の場や交

流の機会の提供 
（ダイバーシティ社会推進課） 

・生物多様性にかかる活動を行う NPO や市
民活動団体が、新たな協働先、人材、資金、
情報などを得ることで活動内容の充実や活
動基盤の強化ができるよう、「みえ県民交流
センター」という活動・交流の場の提供、
セミナーの開催、ホームページ、SNS や情
報誌による情報発信等に取り組みます。 

 

 
みえ県民交流センターは、指定管理者によ

る管理運営を行っており、NPO など市民活
動団体の活動拠点・交流の場として活用され
ています。 
ま た 、 年 ６ 回 以 上 発 行 の 情 報 誌

「R/LEADER_plus」やホームページ、SNS な
どにより、市民活動に関する情報発信を行っ
ています。 
さらに、掲示スペースにおいて、イベント

情報や助成金等に関する情報を入手しや 
すいようにし、NPO 活動の支援を行ってい
ます。 

 

 

 

 
生物多様性にかかる活動を

行っているNPOなどの市民活
動の支援及び基盤強化のため、
交流スペース等において利用
しやすい環境づくりを推進す
るとともに、NPO 活動の支援、
新たな人材の参画を促すため、
ホームページ、情報誌や SNS
等を通じて、広く情報の発信を
行っていきます。 
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 具体的な取組（担当課） 計画期間中の実施状況 今後の見通し 

 ●里地里山保全活動の推進  
（みどり共生推進課） 

・三重県の豊かな自然が継承され、県民が自
然とのふれあいや地域への愛着を深めるこ
とができるよう、みえ生物多様性パートナ
ーシップ協定を活用し、企業や市町等関係
機関の協力を得ながら、各地域の NPO 団
体等が行う竹林整備等の里地里山整備や希
少野生動植物の保全活動に対する支援に取
り組んでいきます。 

 

 
・里地里山整備に取り組む新規認定団体の増
加に努めるとともに、認定を受けた団体が行
う里地里山の保全に資する自主的な活動を
促進するために、企業の協力を得ながら活動
に必要な経費について支援しました。 
【新規認定団体数】  
R2 年度：３団体、R3 年度：２団体、R5 年
度：１団体（10 月現在） 
【支援団体数】 
R2 年度：６団体、R3 年度：６団体、R5 年
度：４団体（予定） 

 

 
・引き続き、企業や市町等関係
機関の協力を得ながら、活動
認定団体への支援を実施する
ことで、三重の豊かな自然を
継承できるよう里地里山保全
活動の推進に努めます。 

 ●宮川流域ルネッサンス事業の推進 
 （地域支援課） 

・宮川流域地域の豊かな自然・歴史・文化を
保全・再生しながら地域の活性化を図るた
め、宮川流域ルネッサンス協議会に参画し、
地域を支える多様な主体との協働のもと、
協議会活動に取り組みます。 

 
・宮川流域の自然や歴史等の魅力や流域で活
動する個人、団体、企業等（以下、地域活動
団体）の活動情報などを HP、SNS 等で発信
しました。また、令和２年度及び令和３年度
には、宮川流域の魅力が詰まった写真の募集
を行いました。 
【フォト応募数】 
R2 年度：233 件（89 名）、R3 年度：260 件
（80 名） 
・地域活動団体の活動の活性化などにつなが
る情報を提供するとともに、地域活動団体間
の交流・連携の機会を創出しました。また、
令和２年度及び令和３年度には、地域活動団
体等の持続的な運営及び活動につなげるこ
とを目的として講座を開催しました。 
【講座開催回数・参加人数】 
R2 年度：４回・77 名、R3 年度：１回・11 名 

 （地域づくり推進課） 
 

 
流域市町と県とで連携を図

りながら、引き続き取組を継
続していく予定であり、県に
おいては、広域的な取組や市
町・地域活動団体の活動の支
援を推進していきます。 
今後は、リーフレット等を

活用した宮川流域の魅力発信
や、地域活動団体やその活動
支援を行う市町職員等を対象
にした研修等の支援を行って
いきます。 

 （地域づくり推進課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●三重まるごと自然体験  
（農山漁村づくり課） 

・三重の豊かな自然を、“体験”という形で活用
し、国内外から多くの人を呼びこむととも
に、自然の大切さへの理解の醸成を図りま
す。また、体験を通して地域や集まった仲
間たちとの交流により、地域の活性化や自
然環境の保全など様々な取組を展開してい
きます。 

 
企業や市町、活動団体等と連携し、自然の

循環を体感する環境スポーツイベント 
「SEA TO SUMMIT」「ジャパンエコトラッ
ク伊勢熊野ライド」などの各種自然体験イベ
ントの開催（R4 年度）、アウトドアに関連す
るイベントへの出展（R4 年度：県内１件、県
外４件）、アウトドア広報誌やメディア、ＨＰ
等の活用により、三重の自然や自然体験の魅
力を発信（R2 年度：２件 R3 年度：２件 R4
年度：３件）しました。 
 

 
令和 5 年度で事業終了。 

 
●エコツーリズムの推進 

 （みどり共生推進課） 
・伊勢志摩国立公園におけるエコツーリズム
の推進のため、引き続き海外からの誘客促
進を高め、国内外からの集客・交流の拡大
につなげるとともに、伊勢志摩国立公園に
関わる人びとに対し更なる働きかけを行っ
ていきます。 

 
伊勢志摩国立公園の豊かな自然や歴史・文

化などの地域資源を来訪者や住民に再認識
してもらうため、公園の指定日（11 月 20 日）
にあわせたイベントの開催、公園を紹介する
リーフレットの作成・配布、公園内の園地や
歩道を活用した森林教育を行うイベントの
実施、SNS による情報発信等を行い、公園の
保全と活用を図りました。 

 
令和８年には、伊勢志摩国

立公園が設立 80 周年、吉野熊
野国立公園が設立 90周年を迎
えます。この記念すべき年に
向けて、プレイベント等を計
画し、国立公園の豊かな自然
や歴史・文化などの地域資源
について周知し、公園の保全
と活用を行っていく機運の醸
成を図ります。 
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 具体的な取組（担当課） 計画期間中の実施状況 今後の見通し 
 

●自然体験コンテンツ等の推進 
（観光魅力創造課） 

・国内外の観光客のニーズやトレンドを踏ま
え、体験コンテンツに関係する部局や関係
機関と情報共有しながら、連携していきま
す。 

・体験コンテンツに関する情報発信について
は、観光サイト「観光三重」の多言語化も
含め、国内外への情報発信に努めるととも
に、JNTO など関係機関との連携も進めて
いきます。 

 

 

・宿泊施設を拠点とした旅行者の長期滞在を
推進するため、専門家による伴走支援のもと、
三重ならではの魅力的な体験プランを造成し
ました。（36 事業者 46 プラン） 
また、体験・アクティビティの魅力の向上

に重要な要素であるガイドのスキルアップに
向けて、県内で体験コンテンツの運営に実績
のある事業者５名の方を講師とした研修会を
実施しました。 
・観光サイト「観光三重」と連携し、体験コ
ンテンツ・アクティビティなど本県の魅力を
国内外に向けて発信しました。 

 

 

宿泊施設を拠点とした旅行
者の地域での長期滞在をさら
に促進するため、「三重ならで
は」のコンテンツ造成や体験コ
ンテンツの高付加価値化、販売
促進に向けたプロモーション
等に取り組みます。 
 引き続き、（公社）三重県観
光連盟と連携し、本県の魅力的
な体験コンテンツ・アクティビ
ティなどを観光サイト「観光三
重」において国内外に向けて発
信します。 
  

●環境保全活動の広域ネットワーク化 
 （大気・水環境課） 

・活動団体や CSR 活動の一環で清掃活動等を
行っている企業等（特に事業所周辺での清
掃活動等の街中で活動をされている企業）
への呼びかけを継続して行います。 

 

岐阜県、愛知県、三重県、名古屋市が連携
してさまざまな主体に呼びかけを行い、森川
海のつながりを意識しながら協働・連携して
「伊勢湾 森・川・海のクリーンアップ大作
戦」を実施し、海洋ごみ発生抑制対策を広域
的に展開しています。 

【県内参加者】 

R1 年度：30,105 人、R2 年度：23,699 人、R3
年度：17,496人、R4年度：23,252人 

 

 

岐阜県、愛知県、三重県、名
古屋市が連携して、引き続き
さまざまな主体に呼びかけを
行い、「伊勢湾 森・川・海の
クリーンアップ大作戦」を実
施し、海洋ごみ発生抑制対策
を広域的に展開していきま
す。大作戦への活動への参加
は、HP や SNS 等を用いて広
く呼びかけ、清掃活動の様子
についても、パンフレットや
HP に掲載し、参加者の活動を
応援していきます。 

 

  ●多様な主体による海岸漂着物対策 
 （大気・水環境課） 

・平成 24 年４月、伊勢湾総合対策協議会の中
に「海岸漂着物対策検討会」を組織し、生態
系にも悪影響を及ぼすと考えられている海
岸漂着物の発生抑制等に、三県一市が協力
して取り組んでいます。 

 

令和３年度から、岐阜県、愛知県、三重県
の三県で伊勢湾流域圏の複数自治体による地
域計画の策定について検討を始め、令和４年
度には、発生抑制に関する県民の意識調査を
実施するとともに、計画の策定に向けた取り
組みを進めました。 

 

海洋ごみの回収処理や発生
抑制対策について、さらに進め
ていくため、従来の三重県海岸
漂着物対策推進会議とは別に
岐阜県、愛知県、三重県の三県
が共同して「伊勢湾流域圏海洋
ごみ対策推進広域計画（仮称）」
を令和５年度中に策定する予
定です。 

 

●多様な主体の参画による県有地の利用  
（水資源・地域プロジェクト課） 

・人が自然とのかかわり合いを通じて、持続
的に手入れを行い、自然の恵みを享受して
いた「里山」利用をモデルに、大仏山地域
において、多様な主体の参画による多様な
土地利用を行っていくことで、人々の楽し
み・生き甲斐・喜びを創出していきます。 

 

地元の小学校や市民団体、少年団に対して、
チラシの配布や情報提供を行い、利用の働き
かけをしました。その結果、自然観察・体験
イベント等を開催していただき、多様な主体
による多様な土地利用を達成しました。 

【イベント回数】  

R2 年度：11 回、R3 年度：５回、R4 年度：７
回 

 

  

 

人が自然とのかかわり合い
を通じて、持続的に手入れを行
い、自然の恵みを享受していた
「里山」利用をモデルに、大仏
山地域において、多様な主体の
参画による多様な土地利用を
行っていくことで、人々の楽し
み・生き甲斐を創出していきま
す。また、今後は健康増進等
様々な用途を考慮し、新たな団
体にも働きかけを行う予定で
す。 
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 具体的な取組（担当課） 計画期間中の実施状況 今後の見通し 

取組方針３ 生物多様性への負荷の抑制 

① 外来生物による被害防止（取組方針３－１） 

 ●外来生物対策の普及啓発  
（みどり共生推進課） 

・県 HP で外来生物について広く啓発すると
ともに、関係者への研修やイベントでの啓
発物の配布等、きめ細かい普及啓発を行い
ます。併せて、野生生物保護啓発ポスター
コンクールを活用し、外来生物防除対策に
ついて、県内の小中学校等への普及啓発を
行います。また、市町や関係機関等に対し
て、外来生物対策に係る各種の情報提供を
行うなど、外来生物対策の円滑な推進を図
ります。 

・侵略的外来種について、その定着経路に関す
る情報の把握に努めるとともに、防除の優先
度を整理し、各主体の適切な役割分担のもと
対策を進めます。 

 

 

・イベントにて生物多様性に関する下敷きや
クリアファイルの配布を行うとともに、県内
初めて発見された特定外来生物について県
HP で啓発を行いました。 

・侵略的外来種については、発見経緯の整理
や生息範囲の把握をし、関係主体と連携をし
て対策を進めました。 

 

市町や関係機関等と適宜連
絡調整を図り、特定外来生物に
係る生息状況の情報を共有す
ることで、その定着経路に関す
る情報の把握に努め、各主体の
適切な役割分担のもと対策を
進めます。また、県民に対して
も、県 HP やイベント時の講和
などで外来生物対策を広く啓
発します。 

●自然公園区域内の外来生物対策 
（みどり共生推進課） 

・生態系維持回復事業により藤原岳で生育する
外来種ハルザキヤマガラシの駆除活動を実施
します。 

 

生態系維持回復事業により藤原岳で生育す
る外来種ハルザキヤマガラシの駆除活動を実
施しました。 

 

 

引き続き、生態系維持回復事
業により藤原岳で生育する外
来種ハルザキヤマガラシの駆
除活動を実施します。 

 

●外来生物の駆除活動  
（農業基盤整備課） 

・ため池改修工事等にあわせ、外来種の生物
状況を把握し、地域の団体等と協働し必要
に応じて駆除活動を実施していきます。 

 

ため池改修事業 38地区について、有識者等
専門家の協力を得ながら生物調査を実施しま
した。また、外来種が確認された地区につい
ては、ため池管理者の協力のもと工事実施前
に駆除活動を実施しました。 

 

今後もすべての事業実施箇
所において、生物調査等を実
施、必要な場合は生物多様性の
保全に配慮した整備を進める
とともに、事業完了後にも調査
を行ってその効果を検証する
ことにより、農業・農村におけ
る生物多様性の保全を図って
いきます。 

 

 ●外来生物に対する的確な情報提供とアドバ
イス 

（総合博物館） 
（林業研究所） 

・レファレンスサービスや同定会を開催し、
利用者の相談に応じていきます。 
また、ヒアリ等の新たな外来生物の侵入に
備えて、県関係機関や市町環境行政担当者
を対象に開催する外来生物関連研修会やみ
どり共生推進課からの外来種の同定依頼に
対して協力します。（総合博物館） 

・森林等に害を及ぼす恐れのある外来生物の
防除対策に係る研修会の開催に協力しま
す。また、市町、関係団体等からの相談に応
じ、情報提供やアドバイスを行うとともに、
市町、関係団体等からの森林等に害を及ぼ
す恐れのある外来生物防除対策に関する調
査研究等への協力依頼に応じ、侵略的外来
生物の早期発見や定着防止に向けた調査研
究に取り組んでいきます。（林業研究所） 

 

 
・みどり共生推進課からの外来種の同定依頼
だけでなく、現地指導、専門家のヒアリング
を介して、適切な手段を講じる指導・助言を
行いました。 

（総合博物館） 
 
・特定外来生物のクビアカツヤカミキリにつ
いて、被害が確認された地域において被害モ
ニタリング調査を行い、年度ごとの被害状況
を把握するとともに防除作業による被害防除
効果を明らかにしました。 
なお、調査により得られた成果は、学会等

で発表するとともに、普及誌等で公表し周知
を図りました。 

（林業研究所） 
 
 
 
 
 

 

 
今後も、ヒアリ等の新たな外

来生物の侵入に備えて、外来種
の同定依頼等に対して協力し
ます。 

（総合博物館） 
 
引き続き、市町、関係団体等

からの森林等に害を及ぼす恐
れのある外来生物防除対策に
関する調査研究等への協力依
頼に応じ、侵略的外来生物の早
期発見や定着防止に向けた調
査研究に取り組んでいきます。 

（林業研究所） 
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 具体的な取組（担当課） 計画期間中の実施状況 今後の見通し 

 ●内水面漁業の特定外来生物対策 
（漁業環境課） 

・「内水面漁業の振興に関する法律」及びその
基本方針に即して、内水面水産資源の回復
を図り、漁業環境の再生に資するため、漁
業者が行う特定外来生物による食害対策を
支援します。 

 
 

 
外来魚による食害防止対策を実施する内水

面漁業協同組合等に対し、ブラックバス駆除
（R2 年度：２件、R3 年度：３件、R4 年度：
３件）及びニゴイ駆除（R2 年度：１件、R3 年
度：１件、R4 年度：１件）に係る経費を補助
し、在来魚の保護やアユ等の種苗放流事業の
効果の向上に係る漁業協同組合の取組を支援
しました。 

（水産資源管理課） 
 

 
今後も、漁業環境の再生に資

するため、漁業者が行う特定外
来生物による食害対策を支援
します。 

（水産資源管理課） 
 
 
 

 

② 獣害・病害虫に強い農山村づくりの推進（取組方針３－２） 

 ●ニホンジカの捕獲モデルの検証 
 （林業研究所） 

・森林被害や農業被害をもたらすニホンジカ
の生息密度の低下や、低下した後の低密度
状態の維持を目的とした捕獲モデルの検証
を行います。 

 
農林併行捕獲が実施されている捕獲実証試

験地の山林に自動撮影カメラを設置し、捕獲
数と出現頻度の関係を調査しました。その結
果、集中捕獲により出現頻度が低下した場合
でも、その後捕獲圧を下げると３～４年程度
で急速に出現頻度が増加することがあると確
認できました。一方、農林併行捕獲を継続し
ている地域では出現頻度の減少傾向を保って
いました。このことから、ニホンジカ防除の
ためには高い捕獲努力を継続することが重要
であることが明らかとなりました。 
また、誘引餌の嗜好性の調査及びくくり罠

の改良を行い、ニホンジカの効果的な捕獲方
法を検討しました。 
なお、調査により得られた成果は学会等で

発表するとともに、普及誌等で公表し周知を
図りました。 

 

 
今後も、農林業における獣害

防止に向けた捕獲技術の検証
を行います。 

 
 
 
 

 ●野生獣の利活用の促進  
（フードイノベーション課） 

・みえジビエの消費拡大に向け、「NPO 法人
みえジビエ推進協議会」と連携して、商品
開発や販路拡大などの取組を進めます。 

・また、平成 30 年度に新たに制定した「みえ
ジビエフードシステム衛生・品質管理マニ
ュアル」の普及や「みえジビエフードシス
テム登録制度」の適正な運用により、みえ
ジビエのさらなる安全性や品質の確保に努
めるとともに、安定供給に向けた体制の強
化を図ります。 

 
・国際ホテル・レストラン・ショーにブース
出展し、都市圏の飲食店や小売店舗への販路
開拓を図りました。（対応バイヤー数 R2 年
度：110者、R3年度：112者、R4年度：189者） 
・また県内においては、みえジビエフェア（参
加店舗数 R2年度:22店舗、R3年度:34店舗、
R4 年度:16 店舗）や県内農産物直売所でみえ
ジビエライブクック （R4年度:11月 20日、
１月 28日開催(各日 20名参加）を開催し、一
般消費者に向けた知名度向上を図りました。 
・県内外の事業者と連携し、コラボメニュー
や松阪牛＆みえジビエ鹿肉ブロック詰め合わ
せセットの開発など、取引先からの意見を反
映したみえジビエ商品の改良、開発を実施し、
新たな販路開拓を図りました。（開発商品数
R3年度:３品、R4年度:２品） 
・みえジビエフードシステム登録希望者を対
象に、みえジビエの取組、登録制度等につい
ての研修を実施し、捕獲した個体の利活用を
推進する人材の育成を図りました。(みえジビ
エ登録ハンター：49 人、登録解体処理者:14
人、登録マスター：21人、登録解体施設:５施
設、登録加工施設:３施設、登録販売等店舗：
76店舗） 
・みえジビエの安定的な供給を図るため、指
定管理鳥獣捕獲等事業交付金を活用した捕獲
支援をしました。(R2年度:539千円 61頭、R3
年度:340千円 38頭、R4年度:243千円 27頭） 
 

 
・これまでのみえジビエの取
組を発展させ、新たな販路を開
拓するため、県内小売店舗・ア
ウトドア施設等への PR・販路
促進を行うとともに、取引先か
らの意見を反映し、みえジビエ
商品の改良を実施します。 
・一般消費者に向けたみえジ
ビエを使った料理教室の開催、
県内主要タウン誌等への広告
掲載等を行い、みえジビエの知
名度向上につなげます。 
・解体処理施設における処理
頭数増加に向け、捕獲した個体
の利活用を推進する人材の育
成および搬入方法や解体処理
加工技術の向上等に関する技
術研修を実施します。 
・安定的な供給体制を構築す
るため、指定の解体処理施設に
おける捕獲個体の買取を支援
するとともに、みえジビエにふ
さわしい個体の狩猟方法等を
指導します。 
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 具体的な取組（担当課） 計画期間中の実施状況 今後の見通し 

 ●集落住民の機運醸成とリーダーの育成  
（獣害対策課） 

・集落代表者へのアンケート結果を踏まえ、
地域の状況に応じたきめ細かな対応や早期
の対策に取り組みます。 

 
・ICTを活用した大量捕獲システムについて、
研修会（R3年度、R4年度）や「獣害につよい
三重づくりフォーラム」（R3 年度、R4 年度）
等を通じて普及を進めた結果、令和５年３月
時点で 16市町に 41台が導入されました。 
 
・獣害対策の担い手確保については、集落の
リーダーを対象にした集落実践者育成講座
（R3年度：３回、R4年度：２回）や市町職員
を対象にした指導者育成講座（R2～4 年度：
各２回）を開催するとともに、優れた活動に
取り組む集落の表彰を行いました（R2～4 年
度：各１集落）。 
 

 
被害金額は減少しています

が、集落代表者アンケートで
は、被害軽減を実感できていな
い集落も多くあることから、集
落座談会の開催や体制作りな
ど地域の状況に応じたきめ細
かな対応や対策に取り組む必
要があります。 
 

 

 ●新しい捕獲技術の開発と普及 
 （獣害対策課） 

・これまで導入された、大量捕獲技術のより
効率的な利用ならびに、普及に取り組む必
要があります。 

 
イノシシについては、市町境や奥山など市

町による捕獲が難しい地域を中心に県が主体
となった捕獲に取り組み、捕獲力の強化を図
りました。 
【捕獲頭数】 
R2年度：1,049頭、R3年度：995頭、R4年度：
959頭 
 

 
捕獲の効率化については、

ICTを活用した大量捕獲システ
ムに加えて、罠の見回りの効率
化に有効な通知システムの普
及にも取り組む必要がありま
す。 

 ●野生鳥獣の生息数管理の推進 
 （獣害対策課） 

・ニホンジカについては引き続き、第二種特
定鳥獣管理計画に基づく捕獲を積極的に進
め、森林等における生息数管理を適切に行
うことにより計画を進捗させていきます。 

 
・被害金額の最も大きいニホンジカについ
て、第二種特定鳥獣管理計画に基づき生息数
のモニタリングを行うとともに計画的な捕獲
に取り組み、生息頭数の減少に繋げました。
【推定生息頭数】 
R2 年度：48,800 頭、R3 年度：44,800 頭、R4
年度：36,600頭 
 

 
ニホンジカについては、引き

続き、第二種特定鳥獣管理計画
に基づく計画的な捕獲に取り
組み、農地や森林における適切
な生息数管理を進めていきま
す。 
 
 

 ●農作物被害を軽減するための獣害対策技術
の開発  

（農業研究所） 
・ニホンジカ、ニホンザル、アライグマ等有害
動物による農作物被害を軽減させるため、
現地の状況に合わせ、地域が主体となった
防護柵による被害対策や ICT大型捕獲檻に
よる捕獲技術、ニホンザル群の継続的なモ
ニタリング等、普及効果の高い獣害対策技
術や調査手法等の開発と実証に取り組んで
います。 

 
ニホンジカやイノシシを対象とした金属柵

下部の機能強化技術として、通電線をワイヤ
ーメッシュに容易に設置可能な碍子を企業等
と共同開発しました。その結果、一般的な電
気柵設置手法と比較して、設置所要時間を約
２割、資材費を約３割削減できるほか、通電
線下の草刈りが容易になり、管理労力を軽減
できています。なお、令和４年４月には商品
化され、金属柵下部の機能強化技術の選択肢
として普及することが期待できます。 
ニホンザルに対しては、大規模な個体数調

整を実施した地域において、残存する 5 群の
モニタリングを継続実施しました。個体数調
整した群はいずれも分裂は認められず、遊動
域にある地域の被害は低位に推移しているこ
とから管理は成功していると考えらます。 
アライグマに対しては、他県で開発された

中型動物（アライグマ、ハクビシン等）対策
の侵入防止柵を研修会等で紹介し、徐々に普
及し始めています。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
引き続き、獣類の生態に基づ

いた適切な被害防止や捕獲の
技術を開発するとともに、それ
ら技術を使用し地域ぐるみで
獣害防止対策に取り組む地区・
集落を育成し、獣類による農作
物の被害低減を図り、農業者が
安心して農作物を生産できる
ような体制及び地域作りに関
する研究を行います。 
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 具体的な取組（担当課） 計画期間中の実施状況 今後の見通し 

 ●病害虫発生予察・防除対策  
（病害虫防除所） 
（林業研究所） 
（治山林道課） 

・森林や作物等に害を及ぼす病害虫につい
て、現在の発生状況や被害状況及び病害虫
の発生に大きな影響を与える気象などにつ
いて、必要な調査を行い、これらのデータ
を解析することで、今後の病害虫発生を予
測し、防除の活用に向けた情報提供を行っ
ています。 

・最近被害が問題になっている病害虫や新た
に発生した病害虫の生態や防除対策につい
てホームページに取り上げ、防除対策のポ
イントや各種病害虫の生態等について解説
しています。 

・毎月、県内全域で延べ 109 種の主要農作物
の病害虫発生状況を調査し、今後の発生予
想を作物別に発表しています。病害虫の発
生や作物の生育状況及び気象予測をもと
に、データを解析し今後の病害虫発生を予
測したうえで、効率的な病害虫防除技術を
関係機関や報道機関に情報発信していま
す。 

（病害虫防除所） 
・最近、農作物の被害が問題になっている病
害虫や、侵入害虫など新たに発生した病害
虫について、その生態や防除対策のポイン
トについても情報発信し、発信した情報は、
ホームページに掲載してだれでもいつでも
閲覧できます。 

（病害虫防除所） 
 

 
・毎年４月に伊賀市下友生および志摩市大王
町の山林から、マツノマダラカミキリの寄生
木を採取し、林業研究所構内で発育状況と脱
出状況の調査を行うことで、予測した発生時
期と実際の発生日をホームページで公開して
います。 

（林業研究所） 
 
・マツクイムシの被害について、年３回（９
月、12月、３月）調査を行い、被害状況の把
握を行っています。 

（治山林道課） 
 
 県内全域で、主要農作物の延べ 108 種の病
害虫発生状況を調査しました。また、地域へ
の侵入に関して特に警戒が必要な特に病害虫
について、侵入警戒調査を行いました。 
【侵入警戒調査】 
R2年度：３種類 17地点 
R3年度：３種類 17地点 
R4年度：４種類 19地点 
作物の生育状況及び気象予測に基づく予測

を行い、病害虫発生状況の予報を作物別に計
21回（年間７回）発表しました。また、特に
多発が予想される病害虫や、新たに発生した
病害虫については、「注意報」「特殊報」「技術
情報」として、その生態や防除対策のポイン
トを含めて情報発信するとともに、報道機関、
市町、関係機関等に提供されるほか、ホーム
ページに掲載しました。また、ホームページ
では各農作物の病害虫の発生状況や影響のあ
る気象状況について随時更新を行いました。 

（病害虫防除所） 
 

 
引き続き、森林や作物等に害

を及ぼす病害虫について、現在
の発生状況や被害状況及び病
害虫の発生に大きな影響を与
える気象などについて、必要な
調査を行い、これらのデータを
解析することで、今後の病害虫
発生を予測し、防除の活用に向
けた情報提供を行っています。 

（林業研究所） 
 
植物防疫法の改正により、調

査対象となる主要農作物の病
害虫が延べ 139 種類に拡大さ
れ、侵入警戒調査の対象病害虫
は 22種類（延べ 54地点）と拡
大されます。これに対応して、
AI を活用した調査活動の効率
化・省力化や、DXを活用した病
害虫発生予測作業の迅速化を
行います。 

（病害虫防除所） 
 
今後もマツクイムシの被害

状況の把握、発生時期の予察に
ついて、関係機関と連携し、継
続して実施します。 

（治山林道課） 
 
 
 
 

③ 環境汚染による自然環境への影響の抑制（取組方針３－３） 
 

 

  

●浄化槽の適正な維持管理の促進 
 （大気・水環境課） 

・浄化槽保守点検業者への研修会や、浄化槽
管理者への普及啓発等を行うことにより、
浄化槽の適正な維持管理を促進し、公共用
水域の水質保全を図ります。 

 

浄化槽管理士を対象とした研修や、浄化槽
法定検査の受検勧奨事業を実施し、浄化槽の
適正管理を促進しました。 

 

引き続き、浄化槽管理士を対
象とした研修や、浄化槽法定検
査の受検勧奨事業を実施し、浄
化槽の適正管理を促進し、公共
用水域の水質保全を図ります。 

 

 ●生活排水対策の総合的な推進 
（大気・水環境課） 

（農山漁村づくり課） 
（水産基盤整備課） 
（下水道事業課） 

・「生活排水処理アクションプログラム」に基
づき、地域の実状を踏まえた生活排水処理
施設の整備の促進を図ります。 

 
 

 

・「生活排水処理アクションプログラム」に基
づき、合併処理浄化槽への転換や、公共浄化
槽の整備を促進しました。 
【生活排水処理施設整備率】 
R2 年度：87.6％、R3 年度：88.2％、R4 年度
（速報値）：89.1％ 

（大気・水環境課） 
 

・「生活排水処理アクションプログラム」に
基づき、農業集落排水施設整備は令和２年度
で 148 地区すべてが完了しました。 

（農山漁村づくり課） 
 

 

 

 

 

引き続き、県費による上乗せ
補助等により、合併処理浄化槽
への転換や、公共浄化槽の整備
を促進します。 

（大気・水環境課） 
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 具体的な取組（担当課） 計画期間中の実施状況 今後の見通し 
 

●生物指標を用いた水質判定の普及啓発  
（大気・水環境課） 

・住民が身近に河川の観察ができるよう、生
物指標を用いた水質判定（みえ・川の健康
診断事業）の普及・啓発に取り組みます。 

 

身近な自然と触れ合い、環境問題への関心
を高めるとともに、広く水環境保全の普及啓
発を図ることを目的に、県民の方々が身近に
河川の観察ができるよう、生物指標を用いた
水質判定（みえ・川の健康診断事業）の普及・
啓発に取り組みました。 
 参加者は、令和２年度、令和３年度は新型
コロナウイルス感染症にかかる状況を踏まえ
中止となっていましたが、令和４年度の参加
団体数は国管理の河川の調査結果も合わせる
と 19 団体、延べ人数 705 人の方々で調査が
行われました。 
 

 

引き続き、住民が身近に河川
の観察ができるよう、生物指標
を用いた水質判定（みえ・川の
健康診断事業）の普及・啓発に
取り組みます。 

 

 
●伊勢湾の水質保全のための広域的な取組 

（政策提言・広域連携課） 
（大気・水環境課） 

・三重県、岐阜県、愛知県、名古屋市で構成する
伊勢湾総合対策協議会で作成した「伊勢湾の総
合的な利用と保全にかかる指針」に基づく水質
保全等の広域的な取組を行います。 
また、伊勢湾流域圏において、より良い水循
環のもと、多様な生物が生息・生育できる「健
全な伊勢湾」の再生をめざす「伊勢湾再生行
動計画（国と東海三県一市等で構成する伊勢
湾再生推進会議で策定）」を着実に推進しま
す。 

 
 

 
伊勢湾総合対策協議会の事務局として、三

県一市（愛知県、岐阜県、三重県、名古屋市）
等が連携し、下記の取組を実施しました。 
① NPO と連携した取組（海岸漂着物対策部

会） 
例年、清掃活動および意見交換会を実施。令
和４年度には鳥羽市答志島奈佐の浜で実施し
ました。環境団体との連携を図るとともに、
海岸保全活動に協力することができました。
（【参加者数】R2 年度：中止、R3 年度：中止、
R4 年度：162 名） 
② 啓発物品の作成（海岸漂着物対策部会） 
啓発物品（軍手、バイオマスごみ袋）を三県
一市で共同作成し、配付しました。ごみの投
棄防止や適正処理、海岸漂着ごみ対策につい
て周知・啓発することができました。 
③ 政策提言活動の実施（海岸漂着物対策部

会） 
確実に海岸漂着物対策を推進するために、国
補助金の安定的かつ十分な予算の確保等につ
いて環境省に提言しました。（R2 年度：１回、
R3 年度：１回、R4 年度：１回） 
④ 研修会の開催（水質部会） 
例年、伊勢湾およびその流域圏の再生・保全
に関する研修会を開催。令和４年度には、専
門家を招いて「下水道管理運転」と「ブルー
カーボン」に関する講演会を開催しました。
伊勢湾の再生・保全に向けた普及啓発を行う
上で、関係職員が伊勢湾の状況を認識し、意
識を高めることができました。（R2 年度：中
止、R3 年度：中止、R4 年度：1 回） 
また、「伊勢湾再生推進会議」の事務局であ

る国土交通省中部地方整備局と連携し、年度
ごとの施策の進捗把握や行動計画の見直し等
を行いました。（R2 年度：2 回、R3 年度：2
回、R4 年度：2 回）（政策提言・広域連携課） 
・伊勢湾およびその周辺地域の総合的な発展
と保全を図るため、三県一市（愛知県、岐阜
県、三重県、名古屋市）等との連携協力によ
り、普及啓発物品（軍手、バイオマスごみ袋）
の共同作成・配布、国への提言・提案等を実
施しました。 
 平成 29 年度に策定した「伊勢湾再生行動
計画（第二期）」に基づき、伊勢湾の再生に向
けて汚濁負荷量削減等のさまざまな取組を進
めています。（大気・水環境課） 
 

 
引き続き、伊勢湾総合対策協

議会の枠組みを活用して、情報
交換や関係機関との調整を行
うとともに、三県一市の連携に
よる調査研究、啓発活動等を支
援します。 
①NPO と連携した取組（海岸
漂着物対策部会） 
広く三県を活動拠点としてい
る「22 世紀奈佐の浜プロジェ
クト委員会」の主催する主な活
動に積極的な参加で関与しま
す。 
②啓発物品の作成（海岸漂着物
対策部会） 
ごみの投棄防止や適正処理、海
岸漂着ごみ対策について周知・
啓発のため、三県一市で啓発物
品を共同購入し、イベントなど
で配布します。 
③政策提言活動の実施（海岸漂
着物対策部会） 
伊勢湾における海岸漂着物対
策など、各県市が抱える伊勢湾
の環境保全に係る課題の解決
に向けて、国へ提言活動を引き
続き行うことを含め、必要性に
ついて検討します。 
④研修会の開催（水質部会） 
伊勢湾及びその周辺地域の環
境保全を図るため、主に伊勢湾
再生行動計画に基づく議論や
情報交換、調査研究成果の情報
発信等を実施します。 
また、今後も「伊勢湾再生推

進会議」の事務局である国土交
通省中部地方整備局と連携し、
年度ごとの施策の進捗把握や
行動計画の見直し等を行いま
す。（政策提言・広域連携課） 
引き続き、三県一市で構成す

る伊勢湾総合対策協議会で作
成した「伊勢湾の総合的な利用
と保全にかかる指針」に基づく
水質保全等の広域的な取組を
行います。（大気・水環境課） 
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 具体的な取組（担当課） 計画期間中の実施状況 今後の見通し 

 ●河川や海域の水質を継続的に監視 
 （大気・水環境課） 

・河川、海域や地下水の水質を継続的に監視す
ることで、水質の経年変化を把握・分析し、
水環境の保全を図ります。 

 

 

河川における環境基準（BOD）達成率は近
年 90％以上で推移しています。海域における
環境基準（COD)達成率についても改善傾向
にありますが、閉鎖性水域である伊勢湾では、
毎年、貧酸素水塊が発生している状況です。   
令和４年度には、環境基準の達成と、生物

生産性・生物多様性とが調和・両立した「き
れいで豊かな海」の実現に向け、第９次水質
総量削減計画を策定しました。 

 

河川、海域や地下水の水質を
継続的に監視することで、水質
の経年変化を把握・分析し、水
環境の保全を図っていきます。 

また、環境基準の達成と、生
物生産性・生物多様性とが調
和・両立した「きれいで豊かな
海」の実現に向け、第９次水質
総量削減計画に基づき、関係機
関が連携しながら水環境管理
施策に取り組んでいきます。 

 

 ●下水道終末処理施設の適正管理 
 （下水道経営課） 

・各流域下水道の終末処理施設から排出され
る放流水の水質が良好となるよう、施設の
適正な維持管理を行います。 

 
各流域下水道の終末処理施設から排出され

る放流水の水質が良好となるよう、指定管理
者である公益財団法人三重県下水道公社との
間で、下水道法等に基づく放流水質基準より
厳しい、自主目標となる「目標放流水質」を
設定し、放流水質を監視しています。 

 
♦三重県流域下水道事業経営戦略（令和２年
３月）にかかる目標の達成状況 
目標値：「目標放流水質」の適合率 100％ 
結果：R2 年度 99.7％、R3 年度 100％、R4 年
度 99.5％ 
 
近年、湾内の栄養塩類の減少と生物生産性

の低下の関連性が指摘されているため、冬季
に排出水中の窒素及びりんの汚濁負荷量を基
準の範囲内でできるだけ多くする栄養塩類管
理運転の取組が求められており、それを実施
しています。 

 
引き続き、指定管理者との間

で「目標放流水質」を設定し、
監視を続けていくことになる
が、栄養塩類管理運転の試行の
趣旨を踏まえ、冬季はできるだ
け「目標放流水質」に近い値で
の放流に努めた上で、施設の適
正な維持管理を行っていきま
す。 
 
♦三重県流域下水道事業経営
戦略（令和２年３月） 
目標：「目標放流水質」の適合
率 100％ 
♦化学的酸素要求量、窒素含
有量及びりん含有量に係る総
量削減計画（第９次）（令和４
年 10 月）） 
目標：栄養塩類管理運転の実施 
 

 ●有害赤潮の予察技術の開発  
（水産研究所） 

・漁場監視のために漁場環境調査を行うとと
もに情報提供を行います。また、ヘテロカ
プサ赤潮の発生シナリオを改良していくと
ともに、それ以外の有害赤潮についても予
察技術の開発を行います。 

 

熊野灘沿岸域(月１～２回)、伊勢湾口(月１
回)、伊勢湾(月１回、冬季沿岸域週１回)にお
ける有害プランクトンの発生状況、海洋環境
のモニタリングの実施とデータベース化、お
よび有害プランクトンの消長と関連する環境
要因の解析を行い、赤潮発生シナリオの構築
さらには予察技術の開発に取り組みました。 

 

 

引き続き、漁場監視のために
漁場環境調査を行うとともに
情報提供を行います。また、ヘ
テロカプサ赤潮の発生シナリ
オを改良していくとともに、そ
れ以外の有害赤潮についても
予察技術の開発を行います。 

 ●工場、事業場排水の汚濁負荷の低減 
 （大気・水環境課） 

・工場・事業場への立入検査を行い、法令遵
守の状況を確認し、必要な指導を行います。 

 

継続的に工場・事業場への立入検査による
監視・指導を実施することで、コンプライア
ンスの徹底を図り、排水基準に適合させると
ともに、工場・事業場の環境意識を高めるこ
とで、環境負荷の削減を進めています。 

 

 

引き続き、工場・事業場への
立入検査を行い、法令順守の状
況を確認し、必要な指導を行い
ます。 

 

 

 ●畜産経営に起因する水質汚濁を防止 
 （畜産課） 

・関係機関と連携して畜産環境問題の解決に
取り組み、水質汚濁を防止していきます。 

・畜産農家に対し、硝酸性窒素等の暫定排水
基準の改正について情報提供を行い、水質
汚濁防止を啓蒙していきます。 

 

 

・畜産環境問題の解決に向けて、市町等と連
携し、改善に向けて必要な情報提供や助言を
行いました。また、必要に応じて、畜産農家
と住民、市町、関係機関による話し合いの場
づくりを働きかけ、関係者の相互理解と問題
解決を図りました。 

・硝酸性窒素等の暫定排水基準の改正につい
ては、環境部局と連携し、県独自の周知チラ
シを作成し、市町等を通して畜産農家への情
報提供を行いました。 

 

畜産環境問題の発生を未然
に防ぐため、既存の施設・機械
の老朽化等により、施設整備が
必要な場合は、国事業等を活用
した支援を行うとともに、整備
後もその効果が確実に発揮さ
れるよう、普及センター等によ
る技術支援を行っていきます。 
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 具体的な取組（担当課） 計画期間中の実施状況 今後の見通し 

 ●総合的病害虫・雑草管理（IPM）実践指標と
その活用  

（農産園芸課） 
・農業生産活動に伴う環境への負荷軽減を図
るため、抵抗性品種の導入や土着天敵の利
用、輪作の実施等、利用可能なすべての防
除技術を考慮して病害虫や雑草の被害を抑
える総合的病害虫・雑草管理（IPM）の普及
を図るため、IPM実践指標を策定・公表し、
農業者に情報提供するとともに、適切な指
導を行います。 

 

IPM を実践するうえで必要な農作業の工
程（管理項目）と各工程における具体的な取
組内容（管理ポイント）を作物別の指標とい
う形で示した IPM 実践指標を策定・公表し
ました。（R5 年３月末現在：指標策定・公表
14 品目）。 
各作物別に IPM 実践指標モデルを示し、

農業者自身の取組に当てはめることによっ
て、現状把握と今後の営農に対する気づきに
活用することができたと考えます。 
 また、令和３年度は、４地区でスクミリン
ゴガイの発生抑制等に取り組み、令和４年度
は、水稲いもち病とイチゴハダニ類について
ＩＰＭ技術の活用により、地域の実情に応じ
た防除技術体系の確立に取り組みました。 

（農産物安全・流通課） 
 

  

「植物防疫法」の改正に伴
い、化学農薬のみに依存しな
い、発生予防を中心とした「総
合防除」を推進するため、総合
防除計画を策定・公表すると
ともに、従来の防除対策では
防除が困難な作物について、
IPM 技術の活用により、地域
の実情に応じた防除技術体系
の確立に引き続き取り組みま
す。 

（農産物安全・流通課） 
 

 ●化学肥料・化学合成農薬低減の取組 
 （農産園芸課） 

・国の環境保全型農業直接支払交付金事業を
活用し、化学肥料・化学合成農薬の使用を
慣行の 1/2 以下に低減するとともに、「有
機農業」、「IPM」、「カバークロップ」の３
つのうちいずれかに取り組む農業者団体等
の活動を支援します。そのうち、「IPM」、
「カバークロップ」の取組においては、指
標生物調査による生物多様性評価を実施し
ます。 

 

国の「環境保全型農業直接支払交付金」を
活用して、化学肥料・化学合成農薬を原則 
５割以上低減する取組と合わせて行う地球
温暖化防止や生物多様性保全等に効果の高
い営農活動を支援しました（R5 年３月末現
在：12 市町、23 件、282ha）。化学肥料・化
学合成農薬を使用しない有機農業や、農薬の
削減と組み合わせて水管理などを行うこと
によって、様々な生物を地域で育み、生物多
様性保全に貢献することができたと考えま
す。 

（農産安全流通課） 
 

 

環境保全型農業は、地球温
暖化の防止や生物多様性の保
全といった環境面だけでな
く、化学肥料の価格高騰に伴
うコスト増大など農業経営面
からも重要性が高まっていま
す。 

 このため、すでに取組を行
っている市町をはじめ、未実
施の市町についても個別に説
明を行うなど改めて支援内容
の周知に取り組み、国や市町
と連携しながら、環境保全型
農業の取組を一層推進してい
きます。 

（農産安全流通課） 

 

④地球温暖化の抑制（取組方針３－４） 

  

  

●地球温暖化対策の推進  
（地球温暖化対策課） 

・家庭や事業所での省エネや再生可能エネル
ギー導入の取組を促進し、温室効果ガスの
排出削減を進めるとともに、「三重県気候変
動適応センター」と連携し、気候変動影響
や適応についての情報収集や情報提供な
ど、気候変動適応の取組を促進します。 
また、地球温暖化対策実行計画の計画期間
が 2020 年度までであるため、計画の改定
とあわせ、気候変動適応策を盛り込んだ総
合的な計画として策定を検討します。 

 

・令和３年３月に具体的な温室効果ガス削減
の取組と気候変動影響への適応策をまとめた
「三重県地球温暖化対策総合計画」を策定し、
さらに本県における脱炭素の取組を一層加速
させるため、令和５年３月に改定しました。 

・家庭部門については、みえ省エネ家電購入
応援キャンペーンやみえ省エネ家電推進協力
店舗登録制度など、省エネルギー対策等を促
進しています。 

・産業・業務部門については、三重県地球温
暖化対策推進条例に基づき、温室効果ガス排
出量に関する数値目標の設定や実施状況の報
告などを義務付け、さらに各事業所に取組状
況をヒアリングするなど、事業者の自主的な
取組の一層の促進を図っています。 

・また、県内企業に対して脱炭素経営を支援
するため、アドバイザーを派遣するなどし、
サプライチェーン全体での温室効果ガス排出
削減の理解促進、温室効果ガス排出量の現状
確認や削減目標の設定支援等を実施していま
す。（支援社数：Ｒ３年度３社、Ｒ４年度４社） 

 

  

 

・引き続き、家庭や事業所での
省エネルギー対策や再生可能
エネルギー導入の取組を促進
し、温室効果ガスの排出削減を
進めます。 

 「三重県気候変動適応センタ
ー」と連携して、気候変動影響
や適応についての情報収集や
情報提供など、気候変動適応の
取組を促進します。 



71 

 

 具体的な取組（担当課） 計画期間中の実施状況 今後の見通し 
 

●地球温暖化対策の普及啓発  
（地球温暖化対策課） 

・家庭での温室効果ガス排出削減の取組を促
進するため、「三重県地球温暖化防止活動推
進センター」と連携し、地球温暖化防止活
動推進員等が行う普及啓発活動を通じて、
節電や省エネ家電の導入、再生可能エネル
ギーの利用等を促進します。 

 

 
・三重県地球温暖化防止活動推進センターと
連携し、地球温暖化防止活動推進員による
出前講座やイベントを実施して、地球温暖
化対策の重要性や具体的な取組を広く県民
に情報提供し、家庭における地球温暖化対
策を普及啓発しました。 

【地球温暖化活動推進員等による出前講座等
参加者数】 

R2 年度：3,163 人、R3 年度：3,769 人、R4 年
度：8,126 人 

【イベント等の参加者数】 
R2 年度：918 人、R3 年度：5,700 人、R4 年
度：3,490 人 
【地球温暖化対策講座等の受講後に、活動に
取り組む意向を示した受講者の割合】 

R2 年度：88%、R3 年度：100%、R4 年度：
95.5% 

 

 

引き続き、温室効果ガス排出
削減に係る取組を促進するた
め、「三重県地球温暖化防止活
動推進センター」と連携し、三
重県地球温暖化防止活動推進
員等が行う普及啓発活動を通
じて、地球温暖化対策を促進し
ます。 

 ●森林整備による CO2 吸収源対策の強化  
（森林・林業経営課） 

（治山林道課） 
・持続可能な森林づくりを行うため、森林ゾ
ーニングに応じた適正な森林管理を行うと
ともに、樹種や林分構造が多様な「構造の
豊かな森林づくり」を進めます。 

・適切な森林管理を推進するため、森林資源
情報の効果的な把握と活用に努めるととも
に、新たな森林経営管理制度を活用した計
画的な森林整備を促進します。 

・災害に強い森林づくりを一層進めるため、
みえ森と緑の県民税を活用した災害緩衝林
整備や流域防災機能の強化を図るための森
林整備を進めます。 

 

 
取組方針２－２「森林整備の推進による公益
的機能の確保」と同様 

 
取組方針２－２「森林整備の

推進による公益的機能の確保」
と同様 

 ●再生可能資源の利用による CO2 排出対策
  

（森林・林業経営課） 
・木材は、再生可能な環境に負荷の少ない資
源であり、間伐材や木質バイオマス資源を
適正に循環利用することにより、石油やコ
ンクリートなどの鉱物資源の採取などと比
べ環境への負荷を軽減します。 

・木材の主要な用途である住宅や公共施設等
における建築用材などのＡ材の需要拡大に
向けた取組を進めるとともに、Ａ材に付随
して生産されるバイオマス用材の供給量の
確保・増大に努めます。 

 

 

・Ａ材の需要拡大に向けて、建築士や県・市
町の営繕担当者を対象とした「三重県中大規
模木造建築設計セミナー」を開催し、公共建
築物等の木造設計を担うことができる人材の
育成に取り組んだほか、公共建築物等に活用
可能な耐久性能等を有する県産材を使用した
新製品の開発４件に対して支援を行いまし
た。さらに、県内の住宅及び非住宅に県産材
を目に見える形で活用した、優良な建築物に
関わった者を表彰するみえの木建築コンクー
ルを開催し、その事例を広く県民に PR する
ことで、Ａ材の需要拡大に取り組みました。 
・また、バイオマス用材の供給量に関しては、
木質バイオマス発電所の増加に伴い、十分な
供給量を確保できていません。 
 

 

 

引き続き、建築士や県・市町
の営繕担当者を対象に「三重県
中大規模木造建築設計セミナ
ー」を開催するとともに、公共
建築物等に活用可能な耐久性
能等を有する県産材を使用し
た新製品の開発や試験・研究に
対し支援を行い、非住宅分野に
おける木材利用の推進に取り
組みます。また、みえの木建築
コンクールを開催し、県内の住
宅及び非住宅に県産材を目に
見える形で活用した優良事例
を募集・PR することで、Ａ材
の需要拡大に取り組みます。 
バイオマス用材については、

Ａ材の需要拡大に併せて、県産
材の素材生産量を増大させる
ことで安定的な供給につなげ
ていきます。 
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具体的な取組 計画期間中の実施状況 今後の見通し 

 取組方針４ 生物多様性保全の環境づくり 

 ① 生物多様性の理解促進（取組方針４－１） 

 ●観察会・調査体験会の開催  
（みどり共生推進課） 

・子どもたちの自然への関心を高め、自然環
境を支える将来の担い手となるきっかけづ
くりを行うため、企業、市町、NPO団体等と
連携して取り組む「みえ生物多様性パート
ナーシップ協定」などを活用し、子どもた
ちが参加する生物多様性にかかる調査体験
会や観察会を開催します。 

 

 

パートナーシップ協定を活用し、企業と連
携として取り組んだ生きもの観察会では、参
加した親子に対し、生物多様性に関する講話
やクイズを行うことで自然への関心を育むと
ともに、生物多様性の下敷きや外来種のクリ
アファイルを配付することで普及啓発を行い
ました。 

 

生きもの観察会や環境パネ
ル展に参画・協力するととも
に、これらのイベントの参加者
に生物多様性に関する下敷き
やパンフレットを配布するこ
とで生物多様性の重要性の普
及啓発を行います。 

 
●体験型・参加型の環境教育  

（地球温暖化対策課） 
・三重県環境学習情報センターなどの環境教
育・環境学習の拠点施設を活用した体験型、
参加型の講座や「夏のエコフェア」をはじ
めとするイベントなどを実施し、環境保全
活動の普及啓発を行っていきます。 

 

・三重県環境学習情報センターにおいて、体
験型、参加型のイベントや主催講座、環境学
習推進員による出前授業等を実施することに
より、環境教育・環境学習の促進に取り組み
ました。 
【センター主催講座参加数】 
R2 年度：1,363 人、R3 年度：1,0741 人、R4
年度：2,118 人 
【出前講座参加数】 
R2 年度：3,761 人、R3 年度：4,869 人、R4 年
度：5,563 人 
・小・中学生の皆さんの地球温暖化防止に係
る関心を高めるための取組として、三重県地
球温暖化防止啓発ポスターコンクールを実施
しました。 
【ポスターコンクール参加人数】 
R2 年度：1,663 人、R3 年度：1,074 人、R4 年
度：1,569 人 

 

 

環境への負担が少ない持続
可能な社会の実現に向けて、県
民の皆さんの行動変容を促し  
ていくため、引き続き「三重県
環境学習情報センター」におい
て、知識だけでなく、体験を通
じて環境問題への気づき、環境
配慮への行動を促進するよう
な環境教育・環境学習に取り組
みます。 

 
●三重の豊かな自然と歴史を県民とともに探
求 

 （総合博物館） 
・自然観察会や各種講座、ワークショップを
実施するとともに、皆さんの協力も得なが
ら調査・研究活動を行い、展覧会等の機会
において、来館者の皆さんに三重の多様で
豊かな自然と歴史・文化について知ってい
ただきます。 

 

 

展覧会として令和 2 年度には「トピック展 

クジラはいるか！？」、令和 4 年度には「企画
展 集まれ！三重のクジラとイルカたち」を開
催し、それらに伴う講座やワークショップを
実施しました。上記以外にも、冬鳥の観察会
をはじめとした自然観察会、「ぱたぱた鳥をつ
くろう！」などのワークショップを多数実施
しました。   

 

自然観察会や各種講座、ワー
クショップを実施するととも
に、県民の皆さんの協力も得な
がら調査・研究活動を行い、展
覧会等の機会を設けて、来館者
の皆さんに三重の多様で豊か
な自然と歴史・文化について知
っていただきます。 

 

 ●森林環境教育・木育の効果的な推進 
 （みどり共生推進課） 

・森林に対する県民の理解と関心を高めるた
め、市町や団体等の様々な主体と連携して、
森林環境教育・木育の機会の増大を図りま
す。また、森林環境教育・木育を効果的に実
施するため、指導者の育成や必要なプログ
ラム等の提供、学習環境の整備など、「人づ
くり」、「場づくり」、「仕組みづくり」を進め
ます。 

 

 
１.人づくり 
① みえ森林教育シンポジウムの開催 
令和５年２月に開催し、ワークショップやト
ークセッション、記念講演などを実施し、延
べ 524 人が参加しました。 
② みえの森フォトコンテストの開催 
写真撮影を通じて森林や木に親しみ、その大
切さを知っていただくことを目的に、「三重の
森林」をテーマで開催しました。 
【応募点数】R2 年度：71 点、R3 年度：154
点、R4 年度：309 点 
③ 森の学校の開催 
森林や木について楽しく学ぶことを目的に森
林散策や木工体験等を行う「森の学校」を開
催（R2 年度：22 回、R3 年度：17 回、R4 年
度：29 回）し、令和 4 年度には 1,000 人を超
える 

 
森林と私たちの暮らし、経済

がともに持続可能で豊かな社
会づくりを目標に、森林や木、
木材に親しみ、自ら考え判断し
て行動できる人を目標とする
人物像とし、森林や木材が暮ら
しや経済に当たり前に取り入
れられている社会づくりにむ
けた教育や、森林に関わる活動
やビジネスを志すきっかけと
なる教育、自ら考え、判断して
行動する力を育む教育と必要
な森林教育を推進していくと
ともに、森林教育に必要な環境
づくりに取り組みます。 
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 具体的な取組 計画期間中の実施状況 今後の見通し 

  

 

 

 

 

 

 

●森林環境教育・木育の効果的な推進 

  

【続き】 

参加がありました。 
④ 森林教育指導者の育成 
森林教育の推進に向けた指導者養成講座及び
学校関係者を対象とした研修を実施しまし
た。 
【実施回数・参加人数】 
R2 年度：11 回・142 人、R3 年度：10 回・119
人、R4 年度：10 回・122 人 
♦三重県の森林づくり基本計画 2019 にかか
る指標の達成状況 
【森林環境教育支援市町数】 

R2 年度：目標 14 市町、実績 13 市町 
R3 年度：目標 17 市町、実績 13 市町 
R4 年度：目標 20 市町、実績 19 市町 

【地域に密着した森林環境教育・木育指導者
数】 

R2 年度：目標 140 人、実績 147 人 
R3 年度：目標 160 人、実績 152 人 
R4 年度：目標 180 人、実績 182 人 

 
２.場づくり 
①森林教育ステーションの認定 
森づくりの大切さやの木材利用の意義を広く
普及することを目的に、木製遊具や玩具に触
れ、森林・林業について学べる常設型の森林
教育施設を「みえ森林教育ステーション」に
認定しています。 
【認定数】R3 年度：６件、R4 年度：８件 
②三重県民の森 森林教育ステーションの管
理・運営 
令和３年 11 月に開所した三重県民の森の森
林教育ステーションにおいて、定期的に森林
教育にかかるイベント等を実施しました。 
【利用者数】R4 年度：9728 人 
♦三重県の森林づくり基本計画 2019 にかか
る重点プロジェクトの成果指標の達成状況
「みえ木育ステーション認定数」 

R3 年度：目標 20 か所、実績６か所 
R4 年度：目標 24 か所、実績 14 か所 

 
３.仕組みづくり 
森林教育の裾野を広げ、子どもから大人ま

で一貫した教育体制を構築し、主体的・対話
的で深い学びの充実を図るためのプログラム
を盛り込んだ４つの講座を開催するととも
に、幼児教育関係者向けの支援策や、小学生
向けの「みえ森林ワークブック」の開発と「副
読本」の配布に取り組みました。 
① 子ども向け講座 

開催日数５日間、参加人数 15 人 
② 指導者向け講座 

開催日数７日間、参加人数 12 人 
③ 学生向け講座 

開催日数３回、参加人数８人 
④ 企業向け講座 

開催日数２日間、参加人数 15 人 
⑤ 幼児教育関係者向け支援 

実施回数１回 
⑥ 小学生向け冊子の開発・発行・副読本「三

重の森林とわたしたちのくらし」を発行、
県内の小学校に通う小学５年生に配布。 

（林業研究所） 

 
♦三重県の森林づくり基本計
画 2019 にかかる指数の実施状
況 
「森林環境教育支援市町数」 
 R10.目標 29 市町 
「地域に密着した森林環境教
育・木育指導者数」 
R10.目標 300 人 
重点プロジェクトの成果指数
の実施状況「みえ木育ステーシ
ョン認定数」R5.目標 29 か所 

（林業研究所） 
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 具体的な取組 計画期間中の実施状況 今後の見通し 

 ●環境保全活動・環境教育の取組 
（小中学校教育課） 

（高校教育課） 
・各学校において、環境教育に関する全体計
画を作成し、地域や家庭と連携しながら「学
校環境デー」を中心とした取組の充実を図
るとともに、創意工夫ある取組事例等を県
のＷｅｂサイトに掲載するなど、広く情報
発信します。 

・各教科や総合的な学習（探究）の時間、特別
活動等における環境に関する教育の充実を
図るとともに、地域や学校の実態・特性を
十分に生かした環境美化・環境保全活動に
積極的に取り組みます。 

・「県立学校環境マネジメント」に基づいて、
各高等学校で環境保全活動に取り組み、家
庭・地域・企業等と連携した環境教育を推
進します。 

 

 
・県内各小中学校等において、環境教育に関
する全体計画を作成し、地域や家庭と連携し
た「学校環境デー」を中心とした取組を実施
するとともに、創意工夫ある取組事例等（小
学校２校、中学校２校）を県 HP に掲載しま
した。今後、更に地域の実状に応じた環境教
育が実施されるよう、県 HP 等で県内の創意
工夫ある取組の共有を図ります。 
・県内各小中学校では、各教科や総合的な学
習の時間において、環境に関する教育の充実
を図るとともに、地域や学校の実態に応じた
環境教育活動に取り組みました。 
【活動内容（抜粋）】 
・『四日市のかんきょう（県等関係機関との共
同作成）』を活用した学習 
・地域と連携し、蝶（アサギマダラ）が飛来
する環境づくりのためのフジバカマ栽培 

（小中学校教育課） 
 
全ての県立学校が、校長の「環境に関する

取組の方針」のもと、「計画→実行→評価→
改善」のサイクルに基づき環境教育・環境保
全活動に取り組みました。各学校では、地域
や生徒の実態をふまえ、総合的な探究の時間
や各教科等において、環境調査や環境保全活
動、環境問題をテーマとし調査・研究等に取
り組みました。学校環境デーの取組として、
学校近隣の清掃活動やゴミの分別等の環境美
化活動を行うなど、家庭・地域・企業等と連
携し、環境教育を推進しています。 

（高校教育課） 
 

 

今後も、教育活動全体を通じ
た環境教育の充実が図られる
よう、各市町等指導主事連絡会
議等において、啓発を行ってい
きます。 

（小中学校教育課） 

 

今後も引き続き、「県立学校
環境マネジメント」を継続して
実施し、環境保全活動・環境教
育に取り組むとともに、家庭・
地域・企業等と連携した環境保
全等の取組の充実を図ります。 

（高校教育課） 

 

②生物多様性に関する人材育成（取組方針４－２） 
  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●企業・県民の森林づくり活動への参画促進
  

（みどり共生推進課） 
・森林づくりに取り組みたい企業等に対して
必要な情報提供や支援等を行うとともに、
10 月のもりづくり月間に森林や木とふれ
あうイベントを開催するなど、県民等の森
林づくり活動への参画を促進します。 

 

「企業の森」の取組では、市町や森林組合、
NPO 等と連携して、森林所有者と企業を「マ
ッチング」し、企業による森林づくり活動を
サポートしています。取組の結果、令和２年
度～４年度に４件増加し、令和４年度末で累
計 59 件（計 325.2ha）となりました。 

 

県では、令和 13 年の「全国
植樹祭」招致を表明していま
す。全国植樹祭を本県で開催す
ることは、県民の皆さんが森林
の大切さを見つめ直し、森林や
緑と共生した持続可能で豊か
な社会を築いていくための気
運を高める絶好の機会となり
ます。この気運醸成に取り組む
必要があるため、引き続き、「企
業の森」をはじめ、県民の皆さ
んが森林づくり活動に参加で
きる機会の創出に取り組んで
いきます。 
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 具体的な取組 計画期間中の実施状況 今後の見通し 

 ●多様な主体の森林づくり活動へのサポート
  

（みどり共生推進課） 
・森林環境教育・木育や森づくり活動などの
取組を進めるため、「みえ森づくりサポート
センター」を核として、学校や市町、指導者
などからの各種相談に対応するとともに、
活動のコーディネートや指導者の紹介な
ど、活動の幅を広げるための支援を行いま
す。 

 

 

 

森林環境教育・木育の効果的な推進として、
学校や地域で実施される森林教育や森づくり
活動にかかる相談窓口となる「みえ森づくり
サポートセンター」を運営するとともに、令
和２年 10 月に策定した「みえ森林教育ビジ
ョン」実現に向け、各種取組を実施すること
で、幅広い県民に森林や林業、木材の利用に
ついて学び、森林と私たちの暮らしのつなが
りや木材の活用について考える機会を提供す
ることができました。 
森林環境教育における人づくりの１つとし

て、市町、学校、保育所等における森林教育
を支援するため、学校等からの要望に応じ、
指導者の紹介やプログラム提案等を行うみえ
森林教育出前授業（R2 年度：16 件、R3 年度：
16 件、R4 年度：12 件）を実施しました。 
また、森林教育活動を希望する市町、学校、

保育所等において森林教育が実施されるよ
う、指導者の照会やプログラム構築等のコー
ディネートの実施件数は R2 年度：７件、R3
年度：12 件、R4 年度：28 件と年々増加して
おり、森林教育活動への関心が高まっている
と考えられます。(林業研究所) 

 

 

引き続き、森林環境教育・木
育や森づくり活動などの取組
を進めるため、「みえ森づくり
サポートセンター」を核とし
て、学校や市町、指導者などか
らの各種相談に対応するとと
もに、活動のコーディネートや
指導者の紹介など、活動の幅を
広げるための支援を行います。 

（林業研究所） 

 

 ③生態系に配慮した公共事業（取組方針４－３） 
 

●道路整備における生物多様性保全への配慮 
（都市政策課） 
（道路管理課） 
（道路建設課） 
（道路企画課） 

・道路整備においては、道路法面に自然環境
と調和した植生を活用するなど、地域の必
要性に応じて生物多様性の保全に配慮した
整備に努めます。 

 

道路の整備や災害防除に伴う切土・盛土法
面において、植生基材吹付、植生マット、張
芝、植生シートなど自然環境と調和した植生
を活用し、地域の必要性に応じて生物多様性
の保全に配慮した整備に努めました。 

（道路管理課、道路建設課） 

 

鈴鹿亀山道路事業において、その事業が計
画地周辺の環境にどのような影響を与えるか
を、事前に、調査、予測、評価し、その結果
から必要な環境保全措置や事後調査の検討を
行い、環境影響評価書としてとりまとめまし
た。その中で、法面の緑化や生息地を通らな
いルートの検討など、生物多様性の配慮に係
る検討を行いました。（道路企画課） 

 

 

 

今後も、道路整備において
は、道路法面に自然環境と調和
した植生を活用するなど、地域
の必要性に応じて生物多様性
の保全に配慮した整備に努め
ます。 

（都市政策課） 

（道路管理課） 

（道路建設課） 

（道路企画課） 

 

 

●下水道事業による地域生態系への影響緩和
  

（下水道事業課） 
・事業による生態系への影響について、環境
影響評価及び事後調査を適切に実施し、生
物多様性の保全に努めます。 

 

 

令和２年度および令和３年度において、宮
川流域下水道（宮川処理区）宮川浄化センタ
ー設置に伴う環境影響評価書及び、宮川浄化
センターの事後調査結果を踏まえた環境影響
評価検討書に基づき、供用開始後の事後調査
を実施しました。また、宮川浄化センターで
は、自然環境に配慮した処理センターをめざ
して、従来からこの地に生息していた生物を
保全するための自然環境ゾーンを場内に配置
するなど、生物の生態環境や自然環境に配慮
した処理場として整備しています。その中で
も、三重県レッドデータブック「絶滅危惧Ⅰ
B 類(EN)」に分類されるヒヌマイトトンボに
ついては、宮川浄化センター自然環境調査・
保全検討アドバイザーによる指導・助言を受
けながら、生息地の環境保全に努めました。 

 

特筆すべき生物を保全する
ために創出した環境（ゾーン）
について、宮川流域下水道（宮
川処理区）調査・維持管理計画
書に基づき、継続して生息地の
維持管理を進めていくことと
しています。 
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 具体的な取組 計画期間中の実施状況 今後の見通し 
 

●天然記念物保護連絡会議の開催
 （社会教育・文化財保護課） 
・天然記念物の保護管理について、関係行政
機関等の間での情報の共有を図るととも
に、有識者らから専門的な助言を得ること
を目的に保護連絡会議を開催します。 

 

 

ネコギギおよびオオサンショウウオについ
て保護連絡会議を毎年開催しており、県や市
町の開発部局や文化財部局で情報を共有する
場を設けて、有識者らから専門的な助言を得
ることができました。 
また、令和４年 10 月に特別天然記念物カ

モシカ保護指導委員並びに保護行政担当者会
議を三重県で開催し、全国のカモシカ保護地
域を有する都府県が課題を共有し、有識者ら
から専門的な助言を得ることができました。 

 

 
引き続き、天然記念物の保護

管理について、関係行政機関等
の間での情報の共有を図ると
ともに、有識者らから専門的な
助言を得ることを目的に保護
連絡会議を開催します。 

 
 

 ●海岸における生物多様性の保全 
（港湾・海岸課） 

（水産基盤整備課） 
（農業基盤整備課） 

・事業による生態系への影響について、生態
調査等を実施するとともに、生物多様性の
保全に配慮した整備を進めます。 

   
海岸堤防計画区域内に、三重県絶滅危惧 IA

類に選定されているカワラハンミョウ （昆
虫綱鞘翅目ハンミョウ科）の生息が確認され
たことから、カワラハンミョウの環境調査を
実施（令和３年度、令和４年度）するととも
に、生息地へ工事車両を入れずに施工できる
よう、工法変更をした上で整備を実施してい
ます。 

（港湾・海岸課） 
 
希少生物の生息状況調査を実施いたしまし

た。 
（水産基盤整備課） 

 
農地海岸事業については、新規地区２箇所

において環境影響調査を実施しました。今後
は調査結果に基づき、生物多様性の保全に配
慮した整備を進める予定です。 

（農業基盤整備課） 

 

令和５年度、令和６年度にお
いても同様に、環境調査にて幼
虫の面的調査及び工事予定箇
所の産卵防止策を講じながら、
生態系に配慮した整備を実施
していきます。 
整備予定箇所に希少野生生

物の生息が確認された場合は、
現状調査を行うとともに、生物
多様性の保全に配慮した整備
を進めます。 

（港湾・海岸課） 
 
今後もすべての事業実施箇

所において、生物調査等を実
施、必要な場合は生物多様性の
保全に配慮した整備を進めま
す。 

（農業基盤整備課） 

 ●生物に配慮した河川の整備・維持管理  
（河川課） 

・対象河川の現況把握を行ったうえで、学識
経験者等の専門家の意見を伺いながら、生
物多様性に配慮した河川整備基本方針・河
川整備計画を策定します。 

・河川整備においては、魚類の生息や植生の
繁茂が可能な護岸ブロックを採用するな
ど、自然環境に配慮した整備を進めるとと
もに、階段護岸などの整備を進め、瀬や渕、
湿地の保全を行うなど、河川の特性に応じ
た多自然川づくりや生態系に配慮した親水
空間の保全に取り組みます。 

 

 

１水系において、生物多様性に配慮した河
川整備計画の検討を行い、令和５年４月に策
定しました。 

20 河川において、自然環境に配慮した整備
を進めるとともに、河川の特性に応じた多自
然川づくりや生態系に配慮した親水空間の保
全に取り組みました。 

 

河川整備においては、魚類の
生息や植生の繁茂が可能な護
岸ブロックを採用するなど、自
然環境に配慮した整備を進め
るとともに、階段護岸などの整
備を進め、瀬や渕、湿地の保全
を行うなど、河川の特性に応じ
た多自然川づくりや生態系に
配慮した親水空間の保全に取
り組みます。 

 ●水産資源構成種の生息環境の保全・創造
  

（水産基盤整備課） 
・激減している伊勢湾のアサリ資源を復活さ
せるため、アサリ稚貝の移殖マニュアルの
普及啓発に取り組むとともに、アサリの母
貝場として重要な干潟の造成を進めます。
また、イセエビなどの生息場保全のため、
熊野灘で藻場造成を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

水産資源構成種の生息環境の創造として、
四日市地先において 0.34ha の干潟を、熊野灘
沿岸域において 4.17ha の藻場を造成しまし
た。 

 

引き続き、激減している伊勢
湾のアサリ資源を復活させる
ため、アサリ稚貝の移殖マニュ
アルの普及啓発に取り組むと
ともに、アサリの母貝場として
重要な干潟の造成を進めます。     
また、イセエビなどの生息場

保全のため、熊野灘で藻場造成
を進めます。 
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 具体的な取組 計画期間中の実施状況 今後の見通し 

 ●森林土木工事での希少生物の生態調査  
（治山林道課） 

・森林土木工事における希少生物保護のた
め、生態調査等を実施するとともに生息に
配慮した工事に努めます。 

 

森林土木工事については、クマタカの生息
が確認された現場において、年２回の繁殖状
況確認の調査を行い、繁殖期間を避けた工期
設定を行い希少生物の生息に配慮を行いまし
た。 

また、オオダイガハラサンショウウオ等が
生息する可能性がある渓流内での工事（７箇
所）について、事前に専門家の協力を得なが
ら保護調査を行い、個体の保護に配慮を行い
ました。 

 

 

今後も繁殖状況調査を継続
して、希少猛禽類の生息に配慮
しながら工事を実施するとと
もに、希少水生生物についても
生息の可能性がある箇所につ
いては、専門家のアドバイスを
受けながら保護調査を行い、そ
の生息に配慮します。 

 ●林道工事での水生生物の保全 
 （治山林道課） 

・林道工事区域周辺で確認されたオオダイガ
ハラサンショウウオをはじめとする水生生
物を保全するため、自然環境に配慮した工
法（勾配付き側溝等）を施工します。 

 

・オオダイガハラサンショウウオ等の生息す
る可能性がある区域での林道工事において
は、排水工の前後 10ｍの区間に設置する側溝
の規格を生物が登坂できる勾配付きのものと
することにより、水生生物の保全に配慮を行
った（５箇所 100m） 
 

 

・今後も引き続き、オオダイガ
ハラサンショウウオ等の生息
の可能性がある区域について
は、勾配付側溝等を設置してそ
の生息に配慮を行う。 

 ●森林土木事業担当者を対象とした希少生物
学習会の開催  

（治山林道課） 
・関係機関と連携しながら、公共事業等にお
けるオオダイガハラサンショウウオの保護
を目的に現地研修会を継続して開催しま
す。 

 

 

三重森林管理署、県教育委員会、県農林水
産部の主催により、オオダイガハラサンショ
ウウオの保護を目的に、両生類の専門家によ
る指導のもとで、生態等に関する学習会を実
施した。（R2～4 年度：１回/年開催） 

 

今後も引き続き、関係機関と
連携しながら、公共事業等にお
ける大台ケ原サンショウウオ
の保護を目的に現地研修会を
継続して実施します。 

 ●工事施工前、施工後の生態系評価 
 （農業基盤整備課） 

・必要に応じて地域の生態系を調査し、希少
生物等の生態系を保全する工法で事業を実
施するとともに、事業の完了後にも生態系
調査を行いその効果を検証することによ
り、農業・農村における生物多様性の保全
を図っていきます。 

 

事業実施箇所 90地区について、有識者等専
門家の協力を得ながら生物調査を実施しまし
た。そのうち、保全対策が必要な 11 地区につ
いては、生態系に配慮した工法による工事を
実施するとともに、事業完了後に再び生物調
査を実施し、保全対策の効果について懇談会
（農業農村整備事業環境アドバイザー協議
会）による検証を行いました。 

 

 

引き続き、事業完了後にも調
査を行って、その効果を検証す
ることにより、農業・農村にお
ける生物多様性の保全を図っ
ていきます。 

 ●生物多様性保全上重要な地域の共有 
 （みどり共生推進課） 

・重要生息地を「みえる化」し、生態系ネット
ワークの形成を促進します。 

 

 

取組方針１－２「ゾーニングによる地域保
全」と同様 

 

取組方針１－２「ゾーニング
による地域保全」と同様 

 ●魚道の整備  
（河川課） 

・魚類等の水生生物の遡上を阻害しないよ
う、魚道を整備します。 

 

 

令和２年度から令和４年度については、魚
道の設置が必要となる河川改修の実績があり
ませんでした。 

 

・引き続き、魚類等の水生生物
の遡上を阻害しないよう、魚道
を整備します。 

 ●ロードキル防止対策 
（都市政策課） 
（道路管理課） 
（道路建設課） 
（道路企画課） 

・生息地を通らないルートの検討や注意喚起
看板の設置等、野生生物のロードキルの防
止に努めます。 

 

 

鈴鹿亀山道路事業において、その事業が計
画地周辺の環境にどのような影響を与えるか
を、事前に、調査、予測、評価し、その結果
から必要な環境保全措置や事後調査の検討を
行い、環境影響評価書としてとりまとめまし
た。その中で、法面の緑化や生息地を通らな
いルートの検討など、生物多様性の配慮に係
る検討を行いました。（道路企画課） 

 

 

 

 

 

今後も、道路整備において
は、地域の必要性に応じて生物
多様性の保全に配慮した整備
に努めます。 

(都市政策課) 

(道路管理課) 

(道路建設課) 

(道路企画課) 
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 具体的な取組 計画期間中の実施状況 今後の見通し 

 ●魚礁の整備  
（水産基盤整備課） 

・水産資源を持続的に利用し、安定的に提供
するため、魚礁などの整備を進めます。 

 

熊野灘沿岸海域において、回遊性魚類を対
象とした浮魚礁１基を整備しました。 

 

今後も、水産資源を持続的に
利用し、安定的に提供するため
の整備を進めます。 

 ④人と自然とのふれあいの場の確保（取組方針４－４） 

●自然公園・長距離自然歩道の施設整備 
 （みどり共生推進課） 

・県民の自然とのふれあいを促進するため、自然公
園及び長距離自然歩道において、適切かつ安全
な施設整備を行うとともに自然公園施設の適正
な維持管理を行っていきます。 

 

自然公園区域内のパトロールや自然歩道等
の維持管理業務委託により、自然公園施設等
の適正な維持管理を行うとともに、許可申請
等に係る指導等を行いました。 

 

引き続き、自然公園及び長距
離自然歩道の適切かつ安全な
施設整備を行うとともに、自然
公園施設の適正な維持管理を
行っていきます。 

●自然とのふれあいの場と機会の提供 
 （みどり共生推進課） 

・森林環境教育や自然とのふれあいの場の拠
点施設として、「三重県民の森」及び「三重
県上野森林公園」の適切な維持管理を行う
とともに、各々の施設で年 24 回以上の自然
体験型の行事等を開催し、県民に対し自然
とふれあう機会を提供します。 

 

「三重県民の森」及び「三重県上野森林公園」
において、適切な維持管理を行うとともに、
下記のとおり自然体験型の行事を行いまし
た。 
【開催回数 R2～R4 年度】 
三重県民の森：199 回 
三重県上野森林公園：280 回 

 

「三重県民の森」、「三重県上
野森林公園」は、自然観察や森
林浴等の県民の野外活動等の
拠点であり、自然とのふれあ
い、自然学習及び生物多様性の
保全への理解を深める場とし
て、利用者のニーズに配慮した
適正な運営と維持管理を行い、
引き続き、県民に対し自然とふ
れあう機会を提供します。 

●都市公園の整備  
（都市政策課） 

・レクリエーションの場や人と自然とのふれ
あいの場、防災拠点等の多面的機能を有す
る拠点施設として、県内の都市公園の整備
及び適正な維持管理を行います。 

 

ダイセーフォレストパーク（鈴鹿青少年の
森）において、Park-PFI を活用し、自然・景
観との調和に配慮した公園施設整備に取り組
みました。また、公園内の植生管理など、適
正な維持管理に努めました。 

 

今後も、レクリエーションの
場や人と自然とのふれあいの
場、防災拠点等の多面的機能を
有する拠点として、都市公園の
整備及び適正な維持管理を行
います。 

 

●川とふれあえる場の維持・形成 
 （河川課） 

・川に親しみ、川をふれあい活動の場にする
ため、地域住民の利用状況や要望等を踏ま
え、関係機関や地域住民と連携し、親水空
間の維持・形成に努めます。 

 

１河川において、親水空間の形成のため、
散策路の設置を行いました。 

 

川に親しみ、川をふれあい活
動の場にするため、地域住民の
利用状況や要望等を踏まえ、関
係機関や地域住民と連携し、親
水空間の維持・形成に努めま
す。 

 

 ●大仏山地域散策路の維持管理 
（水資源・地域プロジェクト課） 

・自然観察や風景の鑑賞、健康づくりなどの
ために、県営大仏山公園等との一体的な利用
が可能となるよう整備した散策路について、
利用が促進されるよう適切な維持管理を行い
ます。 
 

 

維持管理業務委託業者と連携し、散策路の
草刈りや枯れ木の除去、看板やハチトラップ
の設置を行い、散策路を整備しています。 
 また、地元有志の方々にご協力いただき、
散策路沿いの樹木に樹名板を作成したり、植
生ガイドマップを作成したりすることで、利
用の促進を図りました。 
【樹名板作成枚数】  
R2 年度：191 枚、R3 年度：80 枚、R4 年度：
38 枚 

 

自然観察や風景の鑑賞、健康
づくりなどのために、県営大仏
山公園等との一体的な利用が
可能となるよう整備した散策
路について、利用が促進される
よう適切な維持管理を行いま
す。 
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第３期みえ生物多様性推進プランにおける県担当部署の施策目標（県民力ビジョン目標値） 

 

 

 

担当部署 目標項目 
2019年度 

(令和元年度) 
現状 

2022年度 
(令和４年度) 

目標値 実績 

獣害対策課 
野生鳥獣による農林水産業 
被害金額 

437百万円 
 

415 百万円 
 

309百万円 
（3年度） 

地球温暖化対策課 

環境教育・環境学習講座等を 
通じて自発的に環境活動に 
取り組む意向を示した参加者 
の割合 

93.4％ 99.0% 91.1% 

みどり共生推進課 自然環境の保全活動団体数 84団体 93団体 93団体 

大気・水環境課 生活排水処理施設の整備率 86.0％ 89.3％ 89.1％ 

農山漁村づくり課 
多面的機能の維持・発揮のため
の地域活動を行う農業集落率 

53.7％ 57.3％ 55.7％ 

森林・林業経営課 
公益的機能増進森林整備面積 
（累計） 

1,552ha 7,700ha 7,518ha 

林業研究所 
地域に密着した森林環境 
教育・木育指導者数 

127人 180人 182人 


